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(57)【要約】
【課題】フィルムのカールを低減することのできる光学フィルムおよびその製造方法を提
供すること。高温高湿環境経時後の黒表示ムラ発生が抑えられた液晶表示装置を提供する
こと。
【解決手段】（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムと該記載フィルム上
に積層された低透湿層とを有する光学フィルム及びその製造方法、並びに、前記フィルム
を用いた液晶表示装置であって、前記光学フィルムの透湿度が１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以
下であり、下記式（１）を満たす。
式（１）　　　　　０．０１≦Ａ／Ｂ≦０．８
（式（１）中、Ａは前記基材フィルムに前記低透湿層を積層した光学フィルムの透湿度を
表し、Ｂは前記基材フィルムの透湿度を表す。ただし、透湿度は、ＪＩＳ　０２０８の手
法で、４０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムと該記載フィルム上に積層され
た低透湿層とを有する光学フィルムであって、
　前記光学フィルムの透湿度が１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であり、
　下記式（１）を満たすことを特徴とする光学フィルム。
式（１）　　　　　０．０１≦Ａ／Ｂ≦０．８
（式（１）中、Ａは前記基材フィルムに前記低透湿層を積層した光学フィルムの透湿度を
表し、Ｂは前記基材フィルムの透湿度を表す。ただし、透湿度は、ＪＩＳ　０２０８の手
法で、４０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
【請求項２】
　前記低透湿層の膜厚１０μｍであるときの前記低透湿層の透湿度
　Ｊｂ×ｄｂ／１０
　が、５．０～２５０ｇ／ｍ2／ｄａｙであることを特徴とする請求項１に記載の光学フ
ィルム。
（ここで、ｄｂ［μｍ］は低透湿層の膜厚を表し、低透湿層積層前後の膜厚差から算出さ
れる。
　また、Ｊｂは光学フィルムを基材と低透湿層に分離した時の低透湿層の透湿度を表し、
光学フィルムの透湿度をＪｆ、基材フィルムの透湿度をＪｓ、低透湿層の透湿度をＪｂと
した時の以下の関係式より算出される。）
１／Ｊｆ＝１／Ｊｓ＋１／Ｊｂ　　・・・・・　　　　式（ｎ）
【請求項３】
　前記（メタ）アクリル系重合体が主鎖にラクトン環構造、無水グルタル酸環構造、グル
タルイミド環構造のいずれかを有する重合体であることを特徴とする、請求項１または請
求項２に記載の光学フィルム。
【請求項４】
　前記（メタ）アクリル系重合体が、下記一般式（１）で表される単位を有する重合体で
ある請求項３に記載の光学フィルム。
一般式（１）：
【化１】

（式中、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～２０の有機残基
を表す。なお、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい。）
【請求項５】
　前記基材フィルムの膜厚が５～８０μｍであることを特徴とする請求項１～４のいずれ
か一項に記載の光学フィルム。
【請求項６】
　前記低透湿層の膜厚が１～１２μｍであることを特徴とする請求項１～５のいずれか一
項に記載の光学フィルム。
【請求項７】
　前記低透湿層が、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物を
有する低透湿形成用組成物から形成されてなる層であることを特徴とする請求項１～６の
いずれか一項に記載の光学フィルム。
【請求項８】
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　前記低透湿層が、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物が
低透湿層形成用組成物中の無機成分を除いた全固形分に対して、６０～９９質量％含有す
る組成物から形成されてなる層であることを特徴とする請求項７に記載の光学フィルム。
【請求項９】
　前記光学フィルムが更にハードコート層を有することを特徴とする請求項１～８のいず
れか一項に記載の光学フィルム。
【請求項１０】
　前記ハードコート層が、分子内に環状脂肪族炭化水素基と２個以上の不飽和二重結合基
を有する化合物を有するハードコート層形成用組成物から形成されてなる層であることを
特徴とする請求項１～９のいずれか一項に記載の光学フィルム。
【請求項１１】
　前記ハードコート層形成用組成物が更に５官能以上の（メタ）アクリレートを含有する
ことを特徴とする請求項１０に記載の光学フィルム。
【請求項１２】
　前記低透湿層が、分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物を有する
低透湿形成用組成物から形成されてなる層であることを特徴とする請求項１～６のいずれ
か一項に記載の光学フィルム。
【請求項１３】
　前記低透湿層が、分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物が低透湿
層形成用組成物中の無機成分を除いた全固形分に対して、６０～９９質量％含有する組成
物から形成されてなる層であることを特徴とする請求項１２に記載の光学フィルム。
【請求項１４】
　前記基材フィルムが、（メタ）アクリル系重合体を主成分とする熱可塑性樹脂を溶融製
膜されてなることを特徴とする請求項１～１３のいずれか一項に記載の光学フィルム。
【請求項１５】
　（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムを溶融製膜して形成する工程と
、
　前記基材フィルム上に低透湿層を塗布で積層する工程とを含む、基材フィルム上に積層
された低透湿層を有する光学フィルムの製造方法。
【請求項１６】
　偏光子と、
　該偏光子の保護フィルムとして請求項１～１４のいずれか一項に記載の光学フィルムと
を少なくとも１枚含むことを特徴とする偏光板。
【請求項１７】
　液晶セルと、
　該液晶セルの少なくとも一方に配置された請求項１６に記載の偏光板とを含み、
　前記光学フィルムが最表層となるように配置されたことを特徴とする液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学フィルム及びその製造方法、偏光板ならびに液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示装置は、液晶テレビや、パソコン、携帯電話、デジタルカメラなどの液
晶パネル等の用途で広く用いられている。通常、液晶表示装置は、液晶セルの両側に偏光
板を設けた液晶パネル部材を有し、バックライト部材からの光を液晶パネル部材で制御す
ることにより表示が行われている。ここで、偏光板は偏光子とその両側の保護フィルムと
からなり、一般的な偏光子は延伸されたポリビニルアルコール（ＰＶＡ）系フィルムをヨ
ウ素又は二色性色素で染色することにより得られ、保護フィルムとしてはセルロールエス
テルフィルムなどが用いられている。
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【０００３】
　最近の液晶表示装置は、高品質化とともに、用途も多様化し、耐久性への要求が厳しく
なってきている。例えば、屋外用途での使用においては環境変化に対する安定性が求めら
れ、液晶表示装置に用いられる上記の偏光板用保護フィルムや光学補償フィルムなどの光
学フィルムについても温度や湿度変化に対する寸法や光学特性の変化を抑えることが求め
られる。
　高温高湿の環境下に晒される液晶表示装置の問題としては、液晶表示装置の液晶セルの
反りや表示ムラの発生があるが、これは偏光板およびそれを構成する光学フィルム、特に
偏光子に水分が吸湿および脱着することにより、液晶表示装置の液晶セルの前面および背
面の偏光板に収縮差が生じてバランスが崩れ液晶セルが反り、液晶セルの四隅や四辺が筐
体や背面側の部材と接触して表示ムラが生じることが原因と考えられている。このため、
偏光板の保護フィルムに対しては、湿度依存性や湿熱耐久性の改善が求められてきたが、
抜本的な改良のためには、環境変化で水分の吸湿および脱着を抑制する必要があり、特に
偏光板の最表面の光学フィルムには、水分を通しにくい性能、すなわち透湿度の低減が求
められる。
【０００４】
　特許文献１には、透明性が高く、低吸湿性、高耐熱性、力学的強度の高い光学フィルム
の提供を目的として、セルロースエステルにポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）など
のアクリル樹脂を多量添加した光学フィルムが開示されている。
　一方、基材フィルム上に、低透湿層を設けたフィルムも知られている。例えば、特許文
献２には、膜厚８０μｍのセルロースアシレートである基材フィルム上に、分子内に環状
脂肪族炭化水素基と２個以上の不飽和二重結合基を有する化合物を有する組成物から形成
されてなる低透湿層を設けたフィルムが記載されているが充分な低透湿性が得られなかっ
た。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開第２００９／０４７９２４号
【特許文献２】特開２００６－８３２２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　液晶表示装置は従来の室内用途だけでなく、屋外などより過酷な環境で使用されるよう
になっており、液晶表示装置の最表面の光学フィルムは、水分を透過させない性能が重要
になっている。この問題は近年大型化が進むＴＶ用途では、液晶セルのガラスが薄手化す
る傾向の影響もあり、反りが大きくなりやすく、高温高湿環境経時後の黒表示ムラへの影
響が懸念されている。また近年急速に広まっているタブレットＰＣやモバイル用途など中
小型では薄型化・液晶表示装置内の省スペース要求が高いため、高温高湿環境経時後の黒
表示ムラの問題解決が強く望まれている。
【０００７】
　上記のような状況に鑑みて、本発明の目的、すなわち本発明が解決しようとする課題は
、水分の透過を低減することのできる光学フィルム及びその製造方法を提供することであ
る。
　更に本発明が解決しようとする課題は、上記特許文献２を追試することにより見出した
フィルムのカールを低減することのできる光学フィルム及びその製造方法を提供すること
である。
　本発明の別の目的は、上記光学フィルムを用いた偏光板を提供することである。本発明
の更に別の目的は、高温高湿環境経時後の黒表示ムラが改善された液晶表示装置を提供す
ることである。
特に光学フィルムとカール値とが相関があることは従来知られていなかった。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らが鋭意検討した結果、水分の透過を低減することのできる光学フィルムを提
供でき、さらにそのような光学フィルムを偏光板の保護フィルムとして用いることで高温
高湿環境経時後の黒表示ムラが改善された液晶表示装置を提供できることを見出し、本発
明に至った。
　本発明が解決しようとする課題は、下記の手段である本発明により解決することができ
る。
【０００９】
〔１〕
　（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムと該記載フィルム上に積層され
た低透湿層とを有する光学フィルムであって、
　前記光学フィルムの透湿度が１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であり、
　下記式（１）を満たすことを特徴とする光学フィルム。
式（１）　　　　　０．０１≦Ａ／Ｂ≦０．８
（式（１）中、Ａは前記基材フィルムに前記低透湿層を積層した光学フィルムの透湿度を
表し、Ｂは前記基材フィルムの透湿度を表す。ただし、透湿度は、ＪＩＳ　０２０８の手
法で、４０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
〔２〕
　前記低透湿層の膜厚１０μｍであるときの前記低透湿層の透湿度
　Ｊｂ×ｄｂ／１０
　が、５．０～２５０ｇ／ｍ2／ｄａｙであることを特徴とする上記〔１〕に記載の光学
フィルム。
（ここで、ｄｂ［μｍ］は低透湿層の膜厚を表し、低透湿層積層前後の膜厚差から算出さ
れる。
　また、Ｊｂは光学フィルムを基材と低透湿層に分離した時の低透湿層の透湿度を表し、
光学フィルムの透湿度をＪｆ、基材フィルムの透湿度をＪｓ、低透湿層の透湿度をＪｂと
した時の以下の関係式より算出される。）
１／Ｊｆ＝１／Ｊｓ＋１／Ｊｂ　　・・・・・　　　　式（ｎ）
〔３〕
　前記（メタ）アクリル系重合体が主鎖にラクトン環構造、無水グルタル酸環構造、グル
タルイミド環構造のいずれかを有する重合体であることを特徴とする、上記〔１〕または
〔２〕に記載の光学フィルム。
〔４〕
　前記（メタ）アクリル系重合体が、下記一般式（１）で表される単位を有する重合体で
ある上記〔３〕に記載の光学フィルム。
一般式（１）：
【００１０】
【化１】

【００１１】
（式中、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～２０の有機残基
を表す。なお、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい。）
〔５〕
　前記基材フィルムの膜厚が５～８０μｍであることを特徴とする上記〔１〕～〔４〕の
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いずれか一項に記載の光学フィルム。
〔６〕
　前記低透湿層の膜厚が１～１２μｍであることを特徴とする上記〔１〕～〔５〕のいず
れか一項に記載の光学フィルム。
〔７〕
　前記低透湿層が、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物を
有する低透湿形成用組成物から形成されてなる層であることを特徴とする上記〔１〕～〔
６〕のいずれか一項に記載の光学フィルム。
〔８〕
　前記低透湿層が、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物が
低透湿層形成用組成物中の無機成分を除いた全固形分に対して、６０～９９質量％含有す
る組成物から形成されてなる層であることを特徴とする上記〔７〕に記載の光学フィルム
。
〔９〕
　前記光学フィルムが更にハードコート層を有することを特徴とする上記〔１〕～〔８〕
のいずれか一項に記載の光学フィルム。
〔１０〕
　前記ハードコート層が、分子内に環状脂肪族炭化水素基と２個以上の不飽和二重結合基
を有する化合物を有するハードコート層形成用組成物から形成されてなる層であることを
特徴とする上記〔１〕～〔９〕のいずれか一項に記載の光学フィルム。
〔１１〕
　前記ハードコート層形成用組成物が更に５官能以上の（メタ）アクリレートを含有する
ことを特徴とする上記〔１０〕に記載の光学フィルム。
〔１２〕
　前記低透湿層が、分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物を有する
低透湿形成用組成物から形成されてなる層であることを特徴とする上記〔１〕～〔６〕の
いずれか一項に記載の光学フィルム。
〔１３〕
　前記低透湿層が、分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物が低透湿
層形成用組成物中の無機成分を除いた全固形分に対して、６０～９９質量％含有する組成
物から形成されてなる層であることを特徴とする上記〔１２〕に記載の光学フィルム。
〔１４〕
　前記基材フィルムが、（メタ）アクリル系重合体を主成分とする熱可塑性樹脂を溶融製
膜されてなることを特徴とする上記〔１〕～〔１３〕のいずれか一項に記載の光学フィル
ム。
〔１５〕
　（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムを溶融製膜して形成する工程と
、
　前記基材フィルム上に低透湿層を塗布で積層する工程とを含む、基材フィルム上に積層
された低透湿層を有する光学フィルムの製造方法。
〔１６〕
　偏光子と、
　該偏光子の保護フィルムとして上記〔１〕～〔１４〕のいずれか一項に記載の光学フィ
ルムとを少なくとも１枚含むことを特徴とする偏光板。
〔１７〕
　液晶セルと、
　該液晶セルの少なくとも一方に配置された上記〔１６〕に記載の偏光板とを含み、
　前記光学フィルムが最表層となるように配置されたことを特徴とする液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１２】
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　本発明により、水分の透過を低減することのできる光学フィルムおよびその製造方法を
提供することができる。本発明の光学フィルムを用いることで、高温高湿環境経時後の黒
表示ムラ発生が抑えられた液晶表示装置を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下において、本発明の偏光板やその製造方法、それに用いる添加剤などについて詳細
に説明する。
　以下に記載する構成要件の説明は、本発明の代表的な実施態様に基づいてなされること
があるが、本発明はそのような実施態様に限定されるものではない。なお、本明細書にお
いて「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値および
上限値として含む範囲を意味する。
　「アクリル樹脂」とはメタクリル酸又はアクリル酸の誘導体を重合して得られる樹脂、
及びその誘導体を含有する樹脂を意味するものとする。また、特に限定しない場合には、
「（メタ）アクリレート」はアクリレート及びメタクリレートを表し、「（メタ）アクリ
ル」はアクリル及びメタクリルを表す。
　更に、フィルムの「遅相軸方向」とはフィルム面内で屈折率が最大となる方向で、「進
相軸方向」とはフィルム面内で遅相軸と直交する方向を意味するものとする。
【００１４】
［光学フィルムおよび光学フィルムの製造方法］
　本発明の光学フィルムは、（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムと、
該基材フィルム上に積層された低透湿層とを有する光学フィルムであって、前記光学フィ
ルムの透湿度が１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であり、式（１）を満たすことを特徴とする
。
式（１）　０．０１≦Ａ／Ｂ≦０．８
（式（１）中、Ａは（メタ）アクリル系重合体を主成分とする基材フィルムに前記低透湿
層を積層した光学フィルムの透湿度を表し、Ｂは前記（メタ）アクリル系重合体を主成分
とする基材フィルムの透湿度を表す。ただし、透湿度は、ＪＩＳ　０２０８の手法で、４
０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
　上記構成により、耐久性に優れ、水分の透過および脱着を低減することが出来る。
【００１５】
　本発明の光学フィルムは下記式（２）を満たすことがより好ましく、下記式（３）を満
たすことがさらに好ましく、下記式（４）を満たすことが特に好ましい。
式（２）　　　　　０．０１≦Ａ／Ｂ≦０．７
式（３）　　　　　０．０２≦Ａ／Ｂ≦０．６
式（４）　　　　　０．０４≦Ａ／Ｂ≦０．５
　前記式（２）～（４）におけるＡおよびＢの定義は、前記式（１）におけるＡおよびＢ
の定義と同様である。
【００１６】
　また、本発明の光学フィルムの製造方法は、熱可塑性樹脂を溶融製膜して基材フィルム
を形成する工程と、前記基材フィルム上に低透湿層を塗布で積層する工程とを含む、基材
フィルム上に積層された低透湿層を有する光学フィルムの製造方法であってある。
前記製造方法により製造される光学フィルムの透湿度は１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であ
り、下記式（１）を満たすことが好ましい。
式（１）　０．０１≦Ａ／Ｂ≦０．８
（式（１）中、Ａは前記熱可塑性樹脂を含む基材フィルムに前記低透湿層を積層した光学
フィルムの透湿度を表し、Ｂは前記基材フィルムの透湿度を表す。ただし、透湿度は、Ｊ
ＩＳ　０２０８の手法で、４０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
　上記構成により、本発明の光学フィルムを製造することができる。
【００１７】
　以下、本発明の光学フィルムおよびその製造方法の好ましい態様について説明する。
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【００１８】
｛光学フィルムの特性｝
（光学フィルムの膜厚）
　本発明の光学フィルムの膜厚（基材フィルムに低透湿層を積層した後の総膜厚）は、５
～１００μｍが好ましく、１０～８０μｍがより好ましく、１５～７５μｍが特に好まし
い。
【００１９】
（光学フィルムの透湿度）
　本発明の光学フィルムの透湿度は、ＪＩＳ　Ｚ－０２０８をもとに、４０℃、相対湿度
９０％の条件において測定される。
　本発明の光学フィルムの透湿度は、１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であり、９０ｇ／ｍ2／
ｄａｙ以下であることが好ましく、８０ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であることがより好ましく
、７０ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であることが更に好ましく、６０ｇ／ｍ2／ｄａｙであること
が特に好ましい。透湿度が１００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であれば、液晶表示装置の常温、
高湿及び高温高湿環境経時後の、液晶セルの反りや、黒表示時の表示ムラを抑制できる。
【００２０】
（レターデーション）
　本発明の光学フィルムは、波長５９０ｎｍで測定したＲｅ及びＲｔｈ（下記式（Ｉ）及
び（ＩＩ）にて定義される）が、式（ＩＩＩ）及び（ＩＶ）を満たすことが好ましい。
式（Ｉ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
式（ＩＩ）　Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
式（ＩＩＩ）｜Ｒｅ｜≦５０ｎｍ
式（ＩＶ）　｜Ｒｔｈ｜≦３００ｎｍ
（式（Ｉ）～（ＩＶ）中、ｎｘは前記光学フィルムのフィルム面内の遅相軸方向の屈折率
であり、ｎｙは前記光学フィルムのフィルム面内の進相軸方向の屈折率であり、ｎｚは前
記光学フィルムの膜厚方向の屈折率であり、ｄは前記光学フィルムの膜厚（ｎｍ）である
。）
　なお、本発明の光学フィルムでは、上記式（ＩＩＩ）及び（ＩＶ）がフィルム面内の少
なくとも１点において満足されればよいが、フィルム面内の任意の点で上記式（ＩＩＩ）
及び（ＩＶ）が満足されることが好ましい。
　本発明の光学フィルムのＲｅ、Ｒｔｈは、後述する前記基材フィルムのＲｅとＲｔｈの
調整方法、前記低透湿層の組成や膜厚、本発明の光学フィルムの総膜厚等により調整する
ことができる。
【００２１】
｛低透湿層｝
（低透湿層の膜厚）
　本発明に於いて低透湿層とは、単位膜厚当たりの透湿度が低い層を言い、より具体的に
は、膜厚１０μｍあたりの透湿度が５．０～２５０ｇ／ｍ２／ｄａｙであることが好まし
い。
　前記低透湿層の膜厚は、１～２０μｍであることが好ましく、２～１８μｍであること
がより好ましく、３～１７μｍであることが特に好ましい。
【００２２】
（低透湿層の単位膜厚当たりの透湿度）
　一般に定常状態に於ける透湿度は膜厚に反比例することが知られている。従って、上記
膜厚の範囲で低透湿層が到達できる透湿度は材料の特性値である単位膜厚当たりの透湿度
で決まり、その値が小さいほどより低透湿度に到達することができる。一方、上記の関係
を基に低透湿層の膜厚調整で透湿度の調整をすることができるが、単位膜厚当たりの透湿
度が低過ぎると光学フィルムの透湿度の制御が難しくなる。
　両者を考慮して、低透湿層の膜厚１０μｍあたりの透湿度は５．０～２５０ｇ／ｍ２／
ｄａｙが好ましく、１０～２００ｇ／ｍ２／ｄａｙがより好ましく、２０～１５０ｇ／ｍ
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２／ｄａｙがより好ましく、３０～１３０ｇ／ｍ２／ｄａｙが特に好ましい。（透湿度は
、ＪＩＳ　０２０８の手法で、４０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
　尚、低透湿層の膜厚１０μｍにあたりの透湿度は基材フィルムと光学フィルムの透湿度
、低透湿層の膜厚から以下のように見積もられる。
【００２３】
　複合フィルムの気体透過式より（例えば、「包装材料のバリア性の科学（包装学基礎講
座５）」ｐ６８～７２　仲川勤著　日本包装学会）、定常状態の光学フィルムの透湿度を
Ｊｆ、基材フィルムの透湿度をＪｓ、光学フィルムを基材フィルムと低透湿層に分離した
時の低透湿層の透湿度をＪｂとした時に、以下の式が成り立つ。
１／Ｊｆ＝１／Ｊｓ＋１／Ｊｂ　　・・・・・　　　　式（ｎ）
　光学フィルムの透湿度Ｊｆと基材フィルムの透湿度Ｊｓは直接測定することができ、そ
れらの測定値を基に、低透湿層の透湿度Ｊｂを計算で求めることができる。
【００２４】
　低透湿層の膜厚１０μｍに対する透湿度Ｃｂ（１０μｍ）は上記で算出したＪｂを基に
以下の式で表すことができる。
　Ｃｂ（１０μｍ）＝Ｊｂ×ｄｂ／１０　［ｇ／ｍ２／ｄａｙ］
（ここで、ｄｂ［μｍ］は低透湿層の膜厚であり、上記の通り、低透湿層積層前後の膜厚
差から求めることができる。）
【００２５】
（低透湿層の組成）
　本発明の光学フィルムに用いることができる低透湿層は、本発明の光学フィルムが前記
式（１）を満たすものであればいかなる材料によって形成されているものであっても構わ
ないが、分子内に少なくとも環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合を有する化合物を含
む組成物から形成されてなる層、または、少なくとも塩素含有ビニル単量体から誘導され
る繰り返し単位を含む樹脂を有する層であることが好ましく、分子内に環状脂肪族炭化水
素基と不飽和二重結合を有する化合物及び／または分子内にフルオレン環と不飽和二重結
合基を有する化合物を含む組成物から形成されてなる層であることがより好ましい。
【００２６】
　前記分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物及び／または分
子内にフルオレン環と不飽和二重結合基を有する化合物を含有する組成物から形成されて
なる層について説明する。
【００２７】
《分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物を主成分とする組成
物から形成されてなる層》
　本発明において、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物及
び／または分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物を含有する組成物
から形成されてなる層は、低透湿性を付与するために、環状脂肪族炭化水素基を有し、か
つ分子内に不飽和二重結合基を有する化合物を含有し、必要に応じて更に、重合開始剤、
透光性粒子、含フッ素又はシリコーン系化合物、溶剤を含有する組成物を、支持体上に直
接又は他の層を介して塗布・乾燥・硬化することにより形成することができる。以下各成
分について説明する。
【００２８】
〔分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物〕
　分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物を用いることによっ
て、低透湿性と高い膜強度を実現できる。詳細は明らかではないが、分子内に環状脂肪族
炭化水素基を有する化合物を用いることで、低透湿層に疎水的な環状脂肪族炭化水素基を
導入し、疎水化することで、外部から分子の取り込みを防止し、透湿度を低下させる。ま
た、分子内に不飽和二重結合基を有することで、架橋点密度を上げ、低透湿層中の水分子
の拡散経路を制限する。架橋点密度を上げることは、環状脂肪族炭化水素基の密度を相対
的に上昇させる効果も有り、低透湿層内をより疎水的にし、水分子の吸着を防止し、透湿
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　架橋点密度を上げるために分子内に有する不飽和二重結合基の数は２以上であることが
より好ましい。
【００２９】
　環状脂肪族炭化水素基としては、好ましくは炭素数７以上の脂環式化合物から誘導され
る基であり、より好ましくは炭素数１０以上の脂環式化合物から誘導される基であり、さ
らに好ましくは炭素数１２以上の脂環式化合物から誘導される基である。
　環状脂肪族炭化水素基としては、特に好ましくは、二環式、三環式等の、多環式化合物
から誘導される基である。
　より好ましくは、特開２００６－２１５０９６号公報の特許請求の範囲記載の化合物の
中心骨格、特開２００１－１０９９９号公報記載の化合物の中心骨格、あるいは、アダマ
ンタン誘導体の骨格等が挙げられる。
【００３０】
　環状脂肪族炭化水素基（連結基含む）としては、下記一般式（Ｉ）～（Ｖ）のいずれか
で表される基が好ましく、下記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）、又は（ＩＶ）で表される基がよ
り好ましく、下記一般式（Ｉ）で表される基が更に好ましい。
【００３１】
【化２】

【００３２】
　一般式（Ｉ）中、Ｌ、及びＬ’は各々独立に二価以上の連結基を表す。ｎは１～３の整
数を表す。
【００３３】

【化３】

【００３４】
　一般式（ＩＩ）中、Ｌ、及びＬ’は各々独立に二価以上の連結基を表す。ｎは１～２の
整数を表す。
【００３５】
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【化４】

【００３６】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ｌ、及びＬ’は各々独立に二価以上の連結基を表す。ｎは１～２
の整数を表す。
【００３７】
【化５】

【００３８】
　一般式（ＩＶ）中、Ｌ、及びＬ’は各々独立に二価以上の連結基を表し、Ｌ’’は水素
原子または二価以上の連結基を表す。
【００３９】
【化６】

【００４０】
　一般式（Ｖ）中、Ｌ、及びＬ’は各々独立に二価以上の連結基を表す。
【００４１】
　環状脂肪族炭化水素基としては具体的には、ノルボルニル、トリシクロデカニル、テト
ラシクロドデカニル、ペンタシクロペンタデカニル、アダマンチル、ジアマンタニル等が
挙げられる。
【００４２】
　不飽和二重結合基としては、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル
基等の重合性官能基が挙げられ、中でも、（メタ）アクリロイル基及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ
＝ＣＨ2が好ましい。特に好ましくは下記の１分子内に３つ以上の（メタ）アクリロイル
基を含有する化合物を用いることができる。
【００４３】
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　環状脂肪族炭化水素基を有し、かつ分子内に３個以上の不飽和二重結合基を有する化合
物は、上記の環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合を有する基が連結基を介して結合す
ることにより構成される。
　連結基としては、単結合、炭素数１～６の置換されていてもよいアルキレン基、Ｎ位が
置換されていてもよいアミド基、Ｎ位が置換されていてもよいカルバモイル基、エステル
基、オキシカルボニル基、エーテル基等、及びこれらを組み合わせて得られる基が挙げら
れる。
【００４４】
　これらの化合物は、例えば、上記環状脂肪族炭化水素基を有するジオール、トリオール
等のポリオールと、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基等を有す
る化合物のカルボン酸、カルボン酸誘導体、エポキシ誘導体、イソシアナート誘導体等と
の一段あるいは二段階の反応により容易に合成することができる。
　好ましくは、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリロイルクロリド、（メタ）アクリル
酸無水物、（メタ）アクリル酸グリシジルなどの化合物や、ＷＯ２０１２／００３１６Ａ
号記載の化合物（例、１、１―ビス（アクリロキシメチル）エチルイソシアナート）を用
いて、上記環状脂肪族炭化水素基を有するポリオールとの反応させることにより合成する
ことができる。
【００４５】
　以下、環状脂肪族炭化水素基を有し不飽和二重結合基を有する化合物の好ましい具体例
を示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００４６】

【化７】

【００４７】
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【化８】

【００４８】
［分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合を有する化合物］
　分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物を主成分とする組成
物から形成されてなる層に、分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合を有する化合物は
バインダーとして機能する。また、フルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物は
、硬化剤として機能することができ、塗膜の強度や耐擦傷性を向上させることが可能とな
ると同時に低透湿性を付与することができる。このような化合物を更に含むことにより、
低透湿性を更に向上させることができる。
　架橋点密度を上げるために分子内に有する不飽和二重結合基の数は２以上であることが
より好ましい。
【００４９】
　分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合を有する化合物は下記一般式（VI）で表され
ることが好ましい。
【００５０】
【化９】
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【００５１】
（式（VI）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５及びＲ６はそれぞれ独立に、一価の置換基
を表し、ｍ、ｎ、ｐ及びｑはそれぞれ独立に、０～４の整数を表し、Ｒ１及びＲ２の少な
くとも一方は、エチレン性不飽和基を有する一価の有機基を表す。）
【００５２】
　分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合を有する化合物は下記一般式（VII）で表さ
れることが好ましい。
【００５３】
【化１０】

【００５４】
（式中、Ｒ７、Ｒ8は水素原子又はメチル基を、ｒ、ｓは０～５の整数を示す）
【００５５】
［環状脂肪族炭化水素基を有さない不飽和二重結合基を有する化合物］
　本発明に用いる低透湿層形成用組成物中、分子内に環状脂肪族炭化水素基を有さない不
飽和二重結合を有する化合物を本発明の効果を損なわない範囲において併用できる。
【００５６】
　環状脂肪族炭化水素基を有さない不飽和二重結合基を有する化合物としては、環状脂肪
族炭化水素基を有さない（メタ）アクリレート化合物であることが好ましく、アルキレン
グリコールの（メタ）アクリル酸ジエステル類、ポリオキシアルキレングリコールの（メ
タ）アクリル酸ジエステル類、多価アルコールの（メタ）アクリル酸ジエステル類、エチ
レンオキシドあるいはプロピレンオキシド付加物の（メタ）アクリル酸ジエステル類、エ
ポキシ（メタ）アクリレート類、ウレタン（メタ）アクリレート類、ポリエステル（メタ
）アクリレート類等を挙げることができる。
【００５７】
　中でも、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル類が好ましい。例えば、１
，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）ア
クリレート、ネオペンチルグリコール（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
ールテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性トリメチロールプロパントリ
（メタ）アクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、Ｅ
Ｏ変性リン酸トリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレー
ト、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテ
トラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペ
ンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ポリウレタンポリアクリレート、ポリ
エステルポリアクリレート、カプロラクトン変性トリス（アクリロキシエチル）イソシア
ヌレート等が挙げられる。
【００５８】
　（メタ）アクリロイル基を有する多官能アクリレート系化合物類は市販されているもの
を用いることもでき、新中村化学工業（株）社製ＮＫエステル　Ａ－ＴＭＭＴ、日本化薬
（株）製ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ等を挙げることができる。多官能モノマーについては
、特開２００９－９８６５８号公報の段落［０１１４］～［０１２２］に記載されており
、本発明においても同様である。
【００５９】
　環状脂肪族炭化水素基を有さない不飽和二重結合基を有する化合物としては、水素結合
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性の置換基を有する化合物であることが、支持体との密着性、低カール、後述する含フッ
素又はシリコーン系化合物の固定性の点から好ましい。水素結合性の置換基とは、窒素、
酸素、硫黄、ハロゲンなどの電気陰性度が大きな原子と水素結合とが共有結合で結びつい
た置換基を指し、具体的にはＯＨ－、ＳＨ－、－ＮＨ－、ＣＨＯ－、ＣＨＮ－などが挙げ
られ、ウレタン（メタ）アクリレート類や水酸基を有する（メタ）アクリレート類が好ま
しい。市販されている（メタ）アクリロイル基を有する多官能アクリレートを用いること
もでき、新中村化学工業（株）社製ＮＫオリゴ　Ｕ４ＨＡ、同ＮＫエステルＡ－ＴＭＭ－
３、日本化薬（株）製ＫＡＹＡＲＡＤ　ＰＥＴ－３０等を挙げることができる。
【００６０】
［無機層状化合物］
　本発明の被覆層の透湿度を更に低減するためには、上述の低透湿層に用いることが可能
なバインダー中に無機層状化合物を分散することも好ましい。無機層状化合物は親水性の
表面を有するため、有機化処理することが好ましい。
【００６１】
　無機層状化合物とは、単位結晶層が積層した構造を有し、層間に溶媒を配位又は吸収す
ることにより膨潤又はヘキ開する性質を示す無機化合物である。このような無機化合物と
しては、膨潤性の含水ケイ酸塩、例えば、スメクタイト群粘土鉱物（モンモリロナイト、
サポナイト、ヘクトライト等）、パームキュライト群粘土鉱物、カオリナイト群粘土鉱物
、フィロケイ酸塩（マイカ等） などが例示できる。また、合成無機層状化合物も好まし
く用いられ、合成無機層状化合物としては、合成スメクタイト（ヘクトライト、サポナイ
ト、スティブンサイトなど）、合成マイカなどが挙げられ、スメクタイト、モンモリロナ
イト、マイカが好ましく、モンモリロナイト、マイカがより好ましい。市販品として使用
できる無機層状化合物としては、ＭＥＢ－３（コープケミカル（株）製合成マイカ水分散
液）、ＭＥ－１００（コープケミカル（株）製合成マイカ）、Ｓ１ＭＥ（コープケミカル
（株）製合成マイカ）、ＳＷＮ（コープケミカル（株）製合成スメクタイト）、ＳＷＦ（
コープケミカル（株）製合成スメクタイト）、クニピアＦ（クニミネ化学工業（株）製精
製ベントナイト）、ベンゲル（ホージュン（株）製精製ベントナイト）、ベンゲルＨＶ（
ホージュン（株）製精製ベントナイト）、ベンゲルＦＷ（ホージュン（株）製精製ベント
ナイト）、ベンゲル ブライト１１（ホージュン（株）製精製ベントナイト）、ベンゲル 
ブライト２３（ホージュン（株）製精製ベントナイト）、ベンゲル ブライト２５（ホー
ジュン（株）製精製ベントナイト）、ベンゲル Ａ（ホージュン（株）製精製ベントナイ
ト）、ベンゲル ２Ｍ（ホージュン（株）製精製ベントナイト）等を用いることができる
。
　また、かかる無機層状化合物は、これら無機層状化合物に有機化処理を施したものであ
ることが好ましい。
【００６２】
　膨潤性層状無機化合物は、低透湿性と基材－低透湿層間の密着性とを両立させる点から
、微粒子化処理されているのが好ましい。微粒子化処理された膨潤性層状無機化合物は、
通常、板状又は扁平状であり、平面形状は特に制限されず、無定形状などであってもよい
。微粒子化処理された膨潤性層状無機化合物の平均粒子径（平面形状の平均粒子径） は
、例えば、０．１～１０μｍが好ましく、０．１～８μｍがより好ましく、０．１～６μ
ｍ特に好ましい。
【００６３】
〔重合開始剤〕
　分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物及び／または分子内
にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物を含有する組成物には、重合開始剤
を含むことが好ましい。重合開始剤としては光重合開始剤が好ましい。
　光重合開始剤としては、アセトフェノン類、ベンゾイン類、ベンゾフェノン類、ホスフ
ィンオキシド類、ケタール類、アントラキノン類、チオキサントン類、アゾ化合物、過酸
化物類、２，３－ジアルキルジオン化合物類、ジスルフィド化合物類、フルオロアミン化



(16) JP 2014-95730 A 2014.5.22

10

20

30

40

50

合物類、芳香族スルホニウム類、ロフィンダイマー類、オニウム塩類、ボレート塩類、活
性エステル類、活性ハロゲン類、無機錯体、クマリン類などが挙げられる。光重合開始剤
の具体例、及び好ましい態様、市販品などは、特開２００９－０９８６５８号公報の段落
［０１３３］～［０１５１］に記載されており、本発明においても同様に好適に用いるこ
とができる。
【００６４】
　「最新ＵＶ硬化技術」｛（株）技術情報協会｝（１９９１年）、ｐ．１５９、及び、「
紫外線硬化システム」加藤清視著（平成元年、総合技術センター発行）、ｐ．６５～１４
８にも種々の例が記載されており本発明に有用である。
【００６５】
　市販の光開裂型の光ラジカル重合開始剤としては、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ
（株）製の「イルガキュア６５１」、「イルガキュア１８４」、「イルガキュア８１９」
、「イルガキュア９０７」、「イルガキュア１８７０」（ＣＧＩ－４０３／イルガキュア
１８４＝７／３混合開始剤）、「イルガキュア５００」、「イルガキュア３６９」、「イ
ルガキュア１１７３」、「イルガキュア２９５９」、「イルガキュア４２６５」、「イル
ガキュア４２６３」、「イルガキュア１２７」、“ＯＸＥ０１”等；日本化薬（株）製の
「カヤキュアーＤＥＴＸ－Ｓ」、「カヤキュアーＢＰ－１００」、「カヤキュアーＢＤＭ
Ｋ」、「カヤキュアーＣＴＸ」、「カヤキュアーＢＭＳ」、「カヤキュアー２－ＥＡＱ」
、「カヤキュアーＡＢＱ」、「カヤキュアーＣＰＴＸ」、「カヤキュアーＥＰＤ」、「カ
ヤキュアーＩＴＸ」、「カヤキュアーＱＴＸ」、「カヤキュアーＢＴＣ」、「カヤキュア
ーＭＣＡ」など；サートマー社製の“Ｅｓａｃｕｒｅ（ＫＩＰ１００Ｆ，ＫＢ１，ＥＢ３
，ＢＰ，Ｘ３３，ＫＴＯ４６，ＫＴ３７，ＫＩＰ１５０，ＴＺＴ）”等、及びそれらの組
み合わせが好ましい例として挙げられる。
【００６６】
　本発明に用いられる分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物
及び／または分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物を含有する組成
物中の光重合開始剤の含有量は、前記組成物に含まれる重合可能な化合物を重合させ、か
つ開始点が増えすぎないように設定するという理由から、組成物中の全固形分に対して、
０．５～８質量％が好ましく、１～５質量％がより好ましい。
【００６７】
〔紫外線吸収剤〕
　低透湿層を含む本発明の光学フィルムは、偏光板または液晶表示装置部材に使用される
が、偏光板または液晶等の劣化防止の観点から、低透湿層に紫外線吸収剤を含有すること
で、光学フィルムに紫外線吸収性を付与することもできる。
【００６８】
〔溶剤〕
　本発明に用いられる分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物
を主成分とする組成物は、溶剤を含有することができる。溶剤としては、モノマーの溶解
性、塗工時の乾燥性、透光性粒子の分散性等を考慮し、各種溶剤を用いることができる。
係る有機溶剤としては、例えばジブチルエーテル、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン
、プロピレンオキシド、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、１，３，５－トリ
オキサン、テトラヒドロフラン、アニソール、フェネトール、炭酸ジメチル、炭酸メチル
エチル、炭酸ジエチル、アセトン、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、ジエチルケトン、ジ
プロピルケトン、ジイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メチルシ
クロヘキサノン、蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻酸ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、
酢酸プロピル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、γ－プチロラクトン、２－メ
トキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸エチル、２－エトキシプ
ロピオン酸エチル、２－メトキシエタノール、２－プロポキシエタノール、２－ブトキシ
エタノール、１，２－ジアセトキシアセトン、アセチルアセトン、ジアセトンアルコール
、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル等メチルアルコール、エチルアルコール、イソプ
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ロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、シクロヘキシルアルコール、酢酸イソブチル
、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、２－オクタノン、２－ペンタノン、２－ヘキサ
ノン、エチレングリコールエチルエーテル、エチレングリコールイソプロピルエーテル、
エチレングリコールブチルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテル、エチルカル
ビトール、ブチルカルビトール、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、シクロヘキサン、メチ
ルシクロヘキサン、エチルシクロヘキサン、ベンゼン、トルエン、キシレン等が挙げられ
、１種単独であるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００６９】
　炭酸ジメチル、酢酸メチル、酢酸エチル、メチルエチルケトン、アセチルアセトン、ア
セトンのうち少なくとも１種類を用いることが好ましく、炭酸ジメチル、酢酸メチルの何
れかがより好ましく、酢酸メチルが特に好ましい。
【００７０】
　本発明に用いられる分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物
を主成分とする組成物の固形分の濃度は２０～８０質量％の範囲となるように溶媒を用い
るのが好ましく、より好ましくは３０～７５質量％であり、更に好ましくは４０～７０質
量％である。
【００７１】
（低透湿層の構成、製造方法）
　前記低透湿層は、１層であってもよいし、複数層積層してもよい。低透湿層を複数層積
層する場合、基材の一方の面に全て設けても良いし、両面に分けて設けても良い。前記低
透湿層の積層方法は特に限定されないが、前記低透湿層を基材フィルムとの共流延として
作成すること、または、前記低透湿層を前記基材フィルム上に塗布にて設けることが好ま
しく、前記低透湿層を前記基材フィルム上に塗布にて設けることがより好ましい。
【００７２】
　本発明の光学フィルムの低透湿層は低透湿性に加えてハードコート層機能、反射防止機
能、防汚機能などを併せて持たせることも好ましい。
【００７３】
｛基材フィルム｝
　前記基材フィルムは、（メタ）アクリル系重合体を主成分とする。なお、本願で基材フ
ィルムが、（メタ）アクリル系重合体を主成分とするとは、基材フィルムに（メタ）アク
リル系重合体を５０質量％以上含有することを意味する。
【００７４】
　なお、（メタ）アクリル系重合体は、メタクリル系重合体とアクリル系重合体の両方を
含む概念である。また、（メタ）アクリル系重合体には、アクリレート／メタクリレート
の誘導体、特にアクリレートエステル／メタクリレートエステルの（共）重合体も含まれ
る。
【００７５】
（（メタ）アクリル系重合体）
　前記（メタ）アクリル系重合体の繰り返し構造単位は、特に限定されない。前記（メタ
）アクリル系重合体は、繰り返し構造単位として（メタ）アクリル酸エステル単量体由来
の繰り返し構造単位を有することが好ましい。
【００７６】
　前記（メタ）アクリル系重合体は、繰り返し構造単位として、更に、水酸基含有単量体
、不飽和カルボン酸及び下記一般式（２０１）で表される単量体から選ばれる少なくとも
１種を重合して構築される繰り返し構造単位を含んでいてもよい。
【００７７】
一般式（２０１）
　ＣＨ2＝Ｃ（Ｘ）Ｒ201

【００７８】
（式中、Ｒ201は水素原子又はメチル基を表し、Ｘは水素原子、炭素数１～２０のアルキ
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ル基、アリール基、－ＣＮ基、－ＣＯ－Ｒ202基、又は－Ｏ－ＣＯ－Ｒ203基を表し、Ｒ20

2及びＲ203は水素原子又は炭素数１～２０の有機残基を表す。）
【００７９】
　前記（メタ）アクリル酸エステルとしては、特に限定されないが、例えば、アクリル酸
メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸
ｔ－ブチル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸ベンジルなどのアクリル酸エステル
；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－
ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸シクロヘキシ
ル、メタクリル酸ベンジルなどのメタクリル酸エステル；などが挙げられ、これらは１種
のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも特に、耐熱性、透明性
が優れる点から、メタクリル酸メチルが好ましい。
　前記（メタ）アクリル酸エステルを用いる場合、重合工程に供する単量体成分中のその
含有割合は、本発明の効果を十分に発揮させる上で、好ましくは１０～１００質量％、よ
り好ましくは１０～１００質量％、更に好ましくは４０～１００質量％、特に好ましくは
５０～１００質量％である。
【００８０】
　前記水酸基含有単量体としては、特に限定されないが、例えば、α－ヒドロキシメチル
スチレン、α－ヒドロキシエチルスチレン、２－（ヒドロキシエチル）アクリル酸メチル
などの２－（ヒドロキシアルキル）アクリル酸エステル；２－（ヒドロキシエチル）アク
リル酸などの２－（ヒドロキシアルキル）アクリル酸；などが挙げられ、これらは１種の
み用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記水酸基含有単量体を用いる場合、重合工程に供する単量体成分中のその含有割合は
、本発明の効果を十分に発揮させる上で、好ましくは０～３０質量％、より好ましくは０
～２０質量％、更に好ましくは０～１５質量％、特に好ましくは０～１０質量％である。
【００８１】
　前記不飽和カルボン酸としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、α
－置換アクリル酸、α－置換メタクリル酸などが挙げられ、これらは１種のみ用いてもよ
いし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも特に、本発明の効果を十分に発揮させ
る点で、アクリル酸、メタクリル酸が好ましい。
　前記不飽和カルボン酸を用いる場合、重合工程に供する単量体成分中のその含有割合は
、本発明の効果を十分に発揮させる上で、好ましくは０～３０質量％、より好ましくは０
～２０質量％、更に好ましくは０～１５質量％、特に好ましくは０～１０質量％である。
【００８２】
　前記一般式（２０１）で表される単量体としては、例えば、スチレン、ビニルトルエン
、α－メチルスチレン、アクリロニトリル、メチルビニルケトン、エチレン、プロピレン
、酢酸ビニルなどが挙げられ、これらは１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用しても
よい。これらの中でも特に、本発明の効果を十分に発揮させる点で、スチレン、α－メチ
ルスチレンが好ましい。
　前記一般式（２０１）で表される単量体を用いる場合、重合工程に供する単量体成分中
のその含有割合は、本発明の効果を十分に発揮させる上で、好ましくは０～３０質量％、
より好ましくは０～２０質量％、更に好ましくは０～１５質量％、特に好ましくは０～１
０質量％である。
【００８３】
［主鎖に環構造を有する（メタ）アクリル系重合体］
　（メタ）アクリル系重合体の中でも主鎖に環構造を有するものが好ましい。主鎖に環構
造を導入することで、主鎖の剛直性を高め、耐熱性を向上することができる。
　本発明では主鎖に環構造を有する（メタ）アクリル系重合体の中でも主鎖にラクトン環
構造を含有する重合体、主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体、主鎖にグルタルイ
ミド環構造を有する重合体のいずれかであることが好ましい。中でも主鎖にラクトン環構
造を含有する重合体であることがより好ましい。
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　以下のこれらの主鎖に環構造を有する重合体について順に説明する。
【００８４】
（主鎖にラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系重合体）
　主鎖にラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系重合体（以降ラクトン環含有重合体
とも称す）は、主鎖にラクトン環を有する（メタ）アクリル系重合体であれば特に限定さ
れないが、好ましくは下記一般式（４０１）で示されるラクトン環構造を有する。
【００８５】
　一般式（４０１）：
【００８６】
【化１１】

【００８７】
　一般式（４０１）中、Ｒ401、Ｒ402及びＲ403は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素
原子数１～２０の有機残基を表し、有機残基は酸素原子を含有していてもよい。ここで、
炭素原子数１～２０の有機残基としては、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ｎ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基などが好ましい。
【００８８】
　ラクトン環含有重合体の構造中における上記一般式（４０１）で示されるラクトン環構
造の含有割合は、好ましくは５～９０質量％、より好ましくは１０～７０質量％、さらに
好ましくは１０～６０質量％、特に好ましくは１０～５０質量％である。ラクトン環構造
の含有割合を５質量％以上とすることにより、得られた重合体の耐熱性、及び表面硬度が
向上する傾向にあり、ラクトン環構造の含有割合を９０質量％以下とすることにより、得
られた重合体の成形加工性が向上する傾向にある。
【００８９】
　ラクトン環含有重合体の製造方法については、特に限定はされないが、好ましくは、重
合工程によって分子鎖中に水酸基とエステル基とを有する重合体（ｐ）を得た後に、得ら
れた重合体（ｐ）を加熱処理することによりラクトン環構造を重合体に導入するラクトン
環化縮合工程を行うことによって得られる。
【００９０】
　ラクトン環含有重合体の質量平均分子量は、好ましくは１，０００～２，０００，００
０、より好ましくは５，０００～１，０００，０００、さらに好ましくは１０，０００～
５００，０００、特に好ましくは５０，０００～５００，０００である。
【００９１】
　ラクトン環含有重合体は、ダイナミックＴＧ測定における１５０～３００℃の範囲内で
の質量減少率が、好ましくは１％以下、より好ましくは０．５％以下、さらに好ましくは
０．３％以下であるのがよい。ダイナミックＴＧの測定方法については、特開２００２－
１３８１０６号公報に記載の方法を用いることができる。
【００９２】
　ラクトン環含有重合体は、環化縮合反応率が高いので、成型品の製造過程で脱アルコー
ル反応が少なく、該アルコールを原因とした成形後の成形品中に泡や銀条（シルバースト
リーク）が入るという欠点が回避できる。さらに、高い環化縮合反応率によって、ラクト
ン環構造が重合体に充分に導入されるので、得られたラクトン環含有重合体は高い耐熱性
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を有する。
【００９３】
　ラクトン環含有重合体は、濃度１５質量％のクロロホルム溶液にした場合、その着色度
（ＹＩ）が、好ましくは６以下、より好ましくは３以下、さらに好ましくは２以下、特に
好ましくは１以下である。着色度（ＹＩ）が６以下であれば、着色により透明性が損なわ
れるなどの不具合が生じにくいので、本発明において好ましく使用することができる。
【００９４】
　ラクトン環含有重合体は、熱質量分析（ＴＧ）における５％質量減少温度が、好ましく
は３３０℃以上、より好ましくは３５０℃以上、さらに好ましくは３６０℃以上である。
熱質量分析（ＴＧ）における５％質量減少温度は、熱安定性の指標であり、これを３３０
℃以上とすることにより、充分な熱安定性が発揮されやすい傾向にある。熱質量分析は、
上記ダイナミックＴＧの測定の装置を使用することができる。
【００９５】
　ラクトン環含有重合体は、ガラス転移温度（Ｔｇ）が、好ましくは１１５℃以上、より
好ましくは１２５℃以上、さらに好ましくは１３０℃以上、特に好ましくは１３５℃以上
、最も好ましくは１４０℃以上である。
【００９６】
　ラクトン環含有重合体は、それに含まれる残存揮発分の総量が、好ましくは５，０００
ｐｐｍ以下、より好ましくは２，０００ｐｐｍ以下、さらに好ましくは１，５００ｐｐｍ
、特に好ましくは１，０００ｐｐｍである。残存揮発分の総量が５，０００ｐｐｍ以下で
あれば、成形時の変質などによって着色したり、発泡したり、シルバーストリークなどの
成形不良が起こりにくくなるので好ましい。
【００９７】
　ラクトン環含有重合体は、射出成形により得られる成形品に対するＡＳＴＭ－Ｄ－１０
０３に準拠した方法で測定された全光線透過率が、好ましくは８５％以上、より好ましく
は８８％以上、さらに好ましくは９０％以上である。全光線透過率は、透明性の指標であ
り、これを８５％以上とすると、透明性が向上する傾向にある。
【００９８】
　溶剤を用いた重合形態の場合、重合溶剤は特に限定されず、例えば、トルエン、キシレ
ン、エチルベンゼンなどの芳香族炭化水素系溶剤；メチルエチルケトン、メチルイソブチ
ルケトンなどのケトン系溶剤；テトラヒドロフランなどのエーテル系溶剤；などが挙げら
れ、これらの１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　また、本発明の製造方法の第一の態様では、（メタ）アクリル系樹脂を有機溶媒に溶解
させて溶液流延を行って形成するため、（メタ）アクリル系樹脂の合成時における有機溶
媒は、溶融製膜を行う場合よりも限定されず、沸点が高い有機溶媒を用いて合成してもよ
い。
【００９９】
　重合反応時には、必要に応じて、重合開始剤を添加してもよい。重合開始剤としては特
に限定されないが、例えば、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルベンゼンハ
イドロパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、ベ
ンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルカーボネート、ｔ－アミル
パーオキシ－２－エチルヘキサノエートなどの有機過酸化物；２，２´－アゾビス（イソ
ブチロニトリル）、１，１´－アゾビス（シクロヘキサンカルボニトリル）、２，２´－
アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）などのアゾ化合物；などが挙げられ、これ
らは１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。重合開始剤の使用量は、用い
る単量体の組み合わせや反応条件などに応じて適宜設定すればよく、特に限定されない。
　重合開始剤の量の調整により、重合体の重量平均分子量を調整することができる。
【０１００】
　重合を行う際には、反応液のゲル化を抑止するために、重合反応混合物中の生成した重
合体の濃度が５０質量％以下となるように制御することが好ましい。具体的には、重合反
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応混合物中の生成した重合体の濃度が５０質量％を超える場合には、重合溶剤を重合反応
混合物に適宜添加して５０質量％以下となるように制御することが好ましい。重合反応混
合物中の生成した重合体の濃度は、より好ましくは４５質量％以下、更に好ましくは４０
質量％以下である。
【０１０１】
　重合溶剤を重合反応混合物に適宜添加する形態としては、特に限定されず、連続的に重
合溶剤を添加してもよいし、間欠的に重合溶剤を添加してもよい。このように重合反応混
合物中の生成した重合体の濃度を制御することによって、反応液のゲル化をより十分に抑
止することができる。添加する重合溶剤としては、重合反応の初期仕込み時に用いた溶剤
と同じ種類の溶剤であってもよいし、異なる種類の溶剤であってもよいが、重合反応の初
期仕込み時に用いた溶剤と同じ種類の溶剤を用いることが好ましい。また、添加する重合
溶剤は、１種のみの溶剤であってもよいし、２種以上の混合溶剤であってもよい。
【０１０２】
（主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体）
　主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体とは、グルタル酸無水物単位を有する重合
体である。
【０１０３】
　グルタル酸無水物単位を有する重合体は、下記一般式（１０１）で表されるグルタル酸
無水物単位（以下、グルタル酸無水物単位と呼ぶ）を有することが好ましい。
【０１０４】
　一般式（１０１）：
【０１０５】
【化１２】

【０１０６】
　一般式（１０１）中、Ｒ31、Ｒ32は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～２０の
有機残基を表す。なお、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい。Ｒ31、Ｒ32は、特に好
ましくは、同一又は相異なる、水素原子又は炭素数１～５のアルキル基を表す。
【０１０７】
　グルタル酸無水物単位を有する重合体は、グルタル酸無水物単位を含有する（メタ）ア
クリル系重合体であることが好ましい。（メタ）アクリル系重合体としては、耐熱性の点
から１２０℃以上のガラス転移温度（Ｔｇ）を有することが好ましい。
【０１０８】
　（メタ）アクリル系重合体に対するグルタル酸無水物単位の含有量としては、５～５０
質量％が好ましく、より好ましくは１０～４５質量％である。５質量％以上、より好まし
くは１０質量％以上とすることにより、耐熱性向上の効果を得ることができ、さらには耐
候性向上の効果を得ることもできる。
【０１０９】
　また、上記の（メタ）アクリル系共重合体は、さらに不飽和カルボン酸アルキルエステ
ルに基づく繰り返し単位を含むことが好ましい。不飽和カルボン酸アルキルエステルに基
づく繰り返し単位として、例えば、下記一般式（１０２）で表されるものが好ましい。
　一般式（１０２）：－［ＣＨ2－Ｃ（Ｒ41）（ＣＯＯＲ42）］－
【０１１０】
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　一般式（１０２）中、Ｒ41は水素又は炭素数１～５のアルキル基を表し、Ｒ42）は炭素
数１～６の脂肪族もしくは脂環式炭化水素基、又は１個以上炭素数以下の数の水酸基もし
くはハロゲンで置換された炭素数１～６の脂肪族もしくは脂環式炭化水素基を表す。
【０１１１】
　一般式（１０２）で表される繰り返し単位に対応する単量体は下記一般式（１０３）で
表される。
　一般式（１０３）：ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ41）（ＣＯＯＲ42）
【０１１２】
　このような単量体の好ましい具体例としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）ア
クリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（
メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－へキシル、（メタ）アクリル酸シ
クロヘキシル、（メタ）アクリル酸クロロメチル、（メタ）アクリル酸２－クロロエチル
、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシプロピ
ル、（メタ）アクリル酸２，３，４，５，６－ペンタヒドロキシヘキシル及び（メタ）ア
クリル酸２，３，４，５－テトラヒドロキシペンチルなどが挙げられ、中でもメタクリル
酸メチルが最も好ましく用いられる。これらはその１種を単独で用いてもよいし、又は２
種以上を併用してもよい。
【０１１３】
　上記の（メタ）アクリル系重合体に対する不飽和カルボン酸アルキルエステル単位の含
有量は、５０～９５質量％が好ましく、より好ましくは５５～９０質量％である。グルタ
ル酸無水物単位と不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位とを有する（メタ）アクリル
系重合体は、例えば、不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位と不飽和カルボン酸単位
とを有する共重合体を重合環化させることにより得ることができる。
【０１１４】
　不飽和カルボン酸単位としては、例えば、下記一般式（１０４）で表されるものが好ま
しい。
　一般式（１０４）：－［ＣＨ2―Ｃ（Ｒ51）（ＣＯＯＨ）］－
　ここでＲ51は水素又は炭素数１～５のアルキル基を表す。
【０１１５】
　不飽和カルボン酸単位を誘導する単量体の好ましい具体例としては、一般式（１０４）
で表される繰り返し単位に対応する単量体である下記一般式（１０５）で表される化合物
、ならびにマレイン酸、及び更には無水マレイン酸の加水分解物などが挙げられるが、熱
安定性が優れる点でアクリル酸、メタクリル酸が好ましく、より好ましくはメタクリル酸
である。
　一般式（１０５）：ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ51）（ＣＯＯＨ）
【０１１６】
　これらはその１種を単独で用いてもよいし、又は２種以上を併用してもよい。上記のよ
うに、グルタル酸無水物単位と不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位とを有するアク
リル系熱可塑性共重合体は、例えば不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位と不飽和カ
ルボン酸単位とを有する共重合体を重合環化させることにより得ることができるものであ
るから、その構成単位中に不飽和カルボン酸単位を残して有していてもよい。
【０１１７】
　上記の（メタ）アクリル系重合体に対する不飽和カルボン酸単位の含有量としては１０
質量％以下が好ましく、より好ましくは５質量％以下である。１０質量％以下とすること
で、無色透明性、滞留安定性の低下を防ぐことができる。
【０１１８】
　また、前記（メタ）アクリル系重合体には、本発明の効果を損なわない範囲で、芳香環
を含まないその他のビニル系単量体単位を有していてもよい。芳香環を含まないその他の
ビニル系単量体単位の具体例としては、対応する単量体でいうと、アクリロニトリル、メ
タクリロニトリル、エタクリロニトリルなどのシアン化ビニル系単量体；アリルグリシジ



(23) JP 2014-95730 A 2014.5.22

10

20

30

40

50

ルエーテル；無水マレイン酸、無水イタコン酸；Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチルマレ
イミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチ
ルアクリルアミド、ブトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－プロピルメタクリルアミド；ア
クリル酸アミノエチル、アクリル酸プロピルアミノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノ
エチル、メタクリル酸エチルアミノプロピル、メタクリル酸シクロヘキシルアミノエチル
；Ｎ－ビニルジエチルアミン、Ｎ－アセチルビニルアミン、アリルアミン、メタアリルア
ミン、Ｎ－メチルアリルアミン；２－イソプロペニル－オキサゾリン、２－ビニル－オキ
サゾリン、２－アクロイル－オキサゾリンなどを挙げることができる。これらはその１種
を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１１９】
　上記の（メタ）アクリル系重合体に対する、芳香環を含まないその他のビニル系単量体
単位の含有量としては、３５質量％以下が好ましい。
【０１２０】
　なお、芳香環を含むビニル系単量体単位（Ｎ－フェニルマレイミド、メタクリル酸フェ
ニルアミノエチル、ｐ－グリシジルスチレン、ｐ－アミノスチレン、２－スチリル－オキ
サゾリンなど）ついては、耐擦傷性、耐候性を低下させる傾向にあるため、前記の（メタ
）アクリル系重合体に対する含有量としては１質量％以下にとどめるのが好ましい。
【０１２１】
（主鎖にグルタルイミド環構造を有する（メタ）アクリル系重合体）
　主鎖にグルタルイミド環構造を有する（メタ）アクリル系重合体（以降グルタルイミド
系樹脂とも称す）は、主鎖にグルタルイミド環構造を有することによって光学特性や耐熱
性などの点で好ましい特性バランスを発現できる。前記主鎖にグルタルイミド環構造を有
する（メタ）アクリル系重合体は、少なくとも下記一般式（３０１）：
【０１２２】
一般式（３０１）
【０１２３】
【化１３】

【０１２４】
で表されるグルタルイミド単位（但し、式中、Ｒ301、Ｒ302、Ｒ303は独立に水素または
炭素数１～１２個の非置換のまたは置換のアルキル基、シクロアルキル基、アリール基で
ある。）を２０質量％以上有するグルタルイミド樹脂を含有することが好ましい。
【０１２５】
　本発明に用いられるグルタルイミド系樹脂を構成する好ましいグルタルイミド単位とし
ては、Ｒ301、Ｒ302が水素またはメチル基であり、Ｒ303がメチル基またはシクロヘキシ
ル基である。該グルタルイミド単位は、単一の種類でもよく、Ｒ301、Ｒ302、Ｒ303が異
なる複数の種類を含んでいてもよい。
【０１２６】
　本発明に用いられる、グルタルイミド系樹脂を構成する好ましい第二の構成単位として
は、アクリル酸エステル又はメタクリル酸エステルからなる単位である。好ましいアクリ
ル酸エステル又はメタクリル酸エステル構成単位としてはアクリル酸メチル、アクリル酸
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エチル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸メチル等が挙げられる。また、別の好ましい
イミド化可能な単位として、Ｎ－メチルメタクリルアミドや、Ｎ－エチルメタクリルアミ
ドのような、Ｎ－アルキルメタクリルアミドが挙げられる。これら第二の構成単位は単独
の種類でもよく、複数の種類を含んでいてもよい。
【０１２７】
　グルタルイミド系樹脂の、一般式（３０１）で表されるグルタルイミド単位の含有量は
、グルタルイミド系樹脂の総繰り返し単位を基準として、２０質量％以上である。グルタ
ルイミド単位の、好ましい含有量は、２０質量％から９５質量％であり、より好ましくは
５０～９０質量％、さらに好ましくは、６０～８０質量％である。グルタルイミド単位が
この範囲より小さい場合、得られるフィルムの耐熱性が不足したり透明性が損なわれるこ
とがある。また、この範囲を超えると不必要に耐熱性が上がりフィルム化しにくくなる他
、得られるフィルムの機械的強度は極端に脆くなり、また、透明性が損なわれることがあ
る。
【０１２８】
　グルタルイミド系樹脂は、必要に応じ、更に、第三の構成単位が共重合されていてもか
まわない。好ましい第三の構成単位の例としては、スチレン、置換スチレン、α－メチル
スチレンなどのスチレン系単量体、ブチルアクリレートなどのアクリル系単量体、アクリ
ロニトリルやメタクリロニトリル等のニトリル系単量体、マレイミド、Ｎ－メチルマレイ
ミド、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミドなどのマレイミド系単量
体を共重合してなる構成単位を用いることができる。これらはグルタルイミド系樹脂中に
、該グルタルイミド単位とイミド化可能な単位と直接共重合してあっても良く、また、該
グルタルイミド単位とイミド化可能な単位を有する樹脂に対してグラフト共重合してあっ
てもかまわない。第３成分は、これを添加する場合は、グルタルイミド系樹脂中の含有率
は、グルタルイミド系樹脂中の総繰り返し単位を基準として５モル％以上、３０モル％以
下であることが好ましい。
【０１２９】
　グルタルイミド系樹脂は、米国特許３２８４４２５号、米国特許４２４６３７４号、特
開平２－１５３９０４号公報等に記載されており、イミド化可能な単位を有する樹脂とし
てメタクリル酸メチルエステルなどを主原料として得られる樹脂を用い、該イミド化可能
な単位を有する樹脂をアンモニアまたは置換アミンを用いてイミド化することにより得る
ことができる。グルタルイミド系樹脂を得る際に、反応副生成物としてアクリル酸やメタ
クリル酸、あるいはその無水物から構成される単位がグルタルイミド系樹脂中に導入され
る場合がある。このような構成単位、特に酸無水物の存在は、得られる本発明フィルムの
全光線透過率やヘーズを低下させるため、好ましくない。アクリル酸やメタクリル酸含量
として、樹脂１ｇ当たり０．５ミリ当量以下、好ましくは０．３ミリ当量以下、より好ま
しくは０．１ミリ当量以下とすることが望ましい。また、特開平０２－１５３９０４号公
報にみられるように、主としてＮ－メチルアクリルアミドとメタクリル酸メチルエステル
から成る樹脂を用いてイミド化することにより、グルタルイミド系樹脂を得ることも可能
である。
【０１３０】
　また、グルタルイミド系樹脂は、１×１０4ないし５×１０5の重量平均分子量を有する
ことが好ましい。
【０１３１】
＜紫外線吸収剤＞
　前記基材フィルムに好ましく使用される紫外線吸収剤について説明する。前記基材フィ
ルムを含む本発明の光学フィルムは、偏光板または液晶表示用部材等に使用されるが、偏
光板または液晶等の劣化防止の観点から、紫外線吸収剤が好ましく用いられる。紫外線吸
収剤としては、波長３７０ｎｍ以下の紫外線の吸収能に優れ、かつ良好な液晶表示性の観
点から、波長４００ｎｍ以上の可視光の吸収が少ないものが好ましく用いられる。紫外線
吸収剤は１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。例えば、特開２００１－
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７２７８２号公報や特表２００２－５４３２６５号公報に記載の紫外線吸収剤が挙げられ
る。紫外線吸収剤の具体例としては、例えばオキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリ
アゾール系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノアク
リレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物などが挙げられる。
【０１３２】
　その中でも、２－（２′－ヒドロキシ－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、
２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾ
ール、２－（２′－ヒドロキシ－３′－ｔｅｒｔ－ブチル－５′－メチルフェニル）ベン
ゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル
）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′－（３″，４″，５
″，６″－テトラヒドロフタルイミドメチル）－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾ
ール、２，２－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２
Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール）、２－（２′－ヒドロキシ－３′－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－５′－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２，４－ジ
ヒドロキシベンゾフェノン、２，２′－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２
－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホベンゾフェノン、ビス（２－メトキシ－４－ヒ
ドロキシ－５－ベンゾイルフェニルメタン）、（２，４－ビス－（ｎ－オクチルチオ）－
６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルアニリノ）－１，３，５－トリア
ジン、２（２’－ヒドロキシ－３’，５‘－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－クロ
ルベンゾトリアゾール、（２（２’－ヒドロキシ－３’，５‘－ジ－ｔｅｒｔ－アミルフ
ェニル）－５－クロルベンゾトリアゾール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾ
ール、ペンタエリスリチル－テトラキス〔３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート〕、トリエチレングリコール－ビス〔３－（３－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、１，６－ヘキ
サンジオール－ビス〔３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）
プロピオネート〕、２，４－ビス－（ｎ－オクチルチオ）－６－（４－ヒドロキシ－３，
５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルアニリノ）－１，３，５－トリアジン、２，２－チオ－ジエチ
レンビス〔３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネ
ート〕、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－ヒドロキシ－ヒドロシンナミド）、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３
，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、トリス－（３，５－
ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－イソシアヌレイトなどが挙げられる
。特に（２，４－ビス－（ｎ－オクチルチオ）－６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルアニリノ）－１，３，５－トリアジン、２（２’－ヒドロキシ－３’，５
‘－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－クロルベンゾトリアゾール、（２（２’－ヒ
ドロキシ－３’，５‘－ジ－ｔｅｒｔ－アミルフェニル）－５－クロルベンゾトリアゾー
ル、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ペンタエリスリチル－テトラキス
〔３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、
トリエチレングリコール－ビス〔３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート〕が好ましい。また例えば、Ｎ，Ｎ′－ビス〔３－（３，
５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル〕ヒドラジンなどの
ヒドラジン系の金属不活性剤やトリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）フォス
ファイトなどの燐系加工安定剤を併用してもよい。
【０１３３】
　紫外線吸収剤は、紫外線吸収能を有する構成単位として樹脂に導入することもできる。
例えば、重合性基を導入したベンゾトリアゾール誘導体、トリアジン誘導体またはベンゾ
フェノン誘導体である。導入する重合性基は、樹脂が有する構成単位に応じて、適宜選択
できる。
【０１３４】
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　紫外線吸収能を有する単量体の具体例は、２－（２’－ヒドロキシ－５’－メタクリロ
イルオキシ）エチルフェニル－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（大塚化学製、商品名ＲＵＶＡ
－９３）、２－（２’－ヒドロキシ－５’－メタクリロイルオキシ）フェニル－２Ｈ－ベ
ンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メタクリロイル
オキシ）フェニル－２Ｈ－ベンゾトリアゾールである。
【０１３５】
（その他の添加剤）
　前記基材フィルムには、マット剤、レターデーション発現剤、可塑剤、紫外線吸収剤、
劣化防止剤、剥離剤、赤外線吸収剤、波長分散調整剤などの添加剤を加えることができ、
それらは固体でもよく油状物でもよい。すなわち、その融点や沸点において特に限定され
るものではない。例えば２０℃以下と２０℃以上の紫外線吸収材料の混合や、同様に可塑
剤の混合などであり、例えば特開２００１－１５１９０１号などに記載されている。更に
また、赤外吸収染料としては例えば特開２００１－１９４５２２号に記載されている。ま
たその添加する時期はドープ作製工程において何れで添加しても良いが、ドープ調製工程
の最後の調製工程に添加剤を添加し調製する工程を加えて行ってもよい。更にまた、各素
材の添加量は機能が発現する限りにおいて特に限定されない。また、光学フィルムが多層
から形成される場合、各層の添加物の種類や添加量が異なってもよい。例えば特開２００
１－１５１９０２号などに記載されているが、これらは従来から知られている技術である
。これらの詳細は、発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５、２００１年３月１
５日発行、発明協会）にて１６頁～２２頁に詳細に記載されている素材が好ましく用いら
れる。
【０１３６】
　また前記基材フィルムには、ゴム状粒子を含有しても良い。たとえば、軟質アクリル系
樹脂、アクリルゴム、および、ゴム－アクリル系グラフト型コアシェルポリマーなどアク
リル粒子、またはスチレン-エラストマー共重合体があげられる。さらに、特公昭６０-１
７４０６、特公平３－３９０９５号公報等に記載の、耐衝撃性、耐応力白化性が改善する
添加剤も好ましく用いられる。
【０１３７】
　前記基材フィルムにおいては、これらの添加剤を添加する場合、添加剤の総量は、基材
フィルムに対して５０質量％以下であることが好ましく、３０質量％以下であることが好
ましい。
　これらの添加剤により、フィルムの脆性が改良され、フィルムの耐折試験（１８０度折
り曲げ時の割れ評価など）が大幅に改善する。
　また、低ヘイズを達成するためには、上記添加物の屈折率は基材ポリマーと略同一の屈
折率を持つ事が好ましく、屈折率差は０．５以下が好ましく、０．３以下がより好ましい
。
【０１３８】
＜基材フィルムの特性＞
（レターデーション）
　前記基材フィルムは、波長５９０ｎｍで測定したＲｅ及びＲｔｈ（下記式（Ｉ’）及び
（ＩＩ’）にて定義される）が、式（ＩＩＩ’）及び（ＩＶ’）を満たすことが好ましい
。
式（Ｉ’）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
式（ＩＩ’）　Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
式（ＩＩＩ’）｜Ｒｅ｜≦５０ｎｍ
式（ＩＶ’）　｜Ｒｔｈ｜≦３００ｎｍ
（式（Ｉ’）～（ＩＶ’）中、ｎｘは前記基材フィルムのフィルム面内の遅相軸方向の屈
折率であり、ｎｙは前記基材フィルムのフィルム面内の進相軸方向の屈折率であり、ｎｚ
は前記基材フィルムの膜厚方向の屈折率であり、ｄは前記基材フィルムの厚さ（ｎｍ）で
ある。）
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　なお、前記基材フィルムでは、上記式（ＩＩＩ’）及び（ＩＶ’）がフィルム面内の少
なくとも１点において満足されればよいが、フィルム面内の任意の点で上記式（ＩＩＩ’
）及び（ＩＶ’）が満足されることが好ましい。
【０１３９】
　本明細書中において、波長λｎｍでのＲｅ、Ｒｔｈ及びＮｚは次のようにして測定でき
る。
　ＲｅはＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフ
ィルム法線方向に入射させて測定される。
　Ｒｔｈは前記Ｒｅ、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨにより判断される）を傾斜
軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して＋４０°傾斜した方向から波長λｎｍの光
を入射させて測定したレターデーション値、及び面内の遅相軸を傾斜軸（回転軸）として
フィルム法線方向に対して－４０°傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて測定し
たレターデーション値の計３つの方向で測定したレターデーション値を基にＫＯＢＲＡ　
２１ＡＤＨにより算出する。ここで平均屈折率の仮定値は熱可塑性ハンドブック（ＪＯＨ
Ｎ　ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用すること
ができる。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することがで
きる。主な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：セルロースアシレート（１
．４８）、シクロオレフィン熱可塑性（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポ
リメチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。
　前記基材フィルムの測定では、前記基材フィルムに用いられる前記熱可塑性樹脂がセル
ロースエステルの場合は、前記基材フィルムの平均屈折率を１．４８としてレターデーシ
ョンの測定を行う。
【０１４０】
　上記のＲｅ、Ｒｔｈは、前記基材フィルムに用いられる前記熱可塑性樹脂の種類（前記
基材フィルムに用いられる前記熱可塑性樹脂がセルロースエステルの場合は、セルロース
エステルの置換度）、前記熱可塑性樹脂と添加剤の量、レターデーション発現剤の添加、
フィルムの膜厚、フィルムの延伸方向と延伸率等により調整することができる。
【０１４１】
（基材フィルムの厚さ）
　前記基材フィルムの膜厚は、５～１００μｍが好ましく、１０～８０μｍがより好まし
く、１５～７０μｍが特に好ましく、２０～６０μｍがより特に好ましい。膜厚を前記の
範囲に制御することで低透湿層を積層した後に液晶表示装置の置かれる環境、すなわち温
湿度変化に伴うパネルのムラ小さくすることができる。
【０１４２】
（基材フィルムの透湿度）
　前記基材フィルムの透湿度は、ＪＩＳ　Ｚ－０２０８をもとに、４０℃、相対湿度９０
％の条件において測定される。
　前記基材フィルムの透湿度は、３００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であることが好ましく、２
５０ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であることがより好ましく、２００ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下である
ことが更に好ましく、１５０ｇ／ｍ2／ｄａｙ以下であることが特に好ましい。基材フィ
ルムの透湿度を前記範囲に制御することで、低透湿層を積層した光学フィルム（本発明の
光学フィルム）を搭載した液晶表示装置の常温、高湿及び高温高湿環境経時後の、液晶セ
ルの反りや、黒表示時の表示ムラを抑制できる。
【０１４３】
（基材フィルムの単位膜厚当たりの透湿度）
　低透湿層の（単位膜厚当たりの透湿度）で説明したように、基材１０μｍに透湿度は以
下の式で与えられる。
　Ｃｓ（１０μｍ）＝Ｊｓ×ｄｓ／１０　［ｇ／ｍ２／ｄａｙ］
（ここで、ｄｓ［μｍ］は基材フィルムの膜厚であり、Ｊｓは基材フィルムの透湿度であ
る。）
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　基材フィルムの膜厚が１０μｍに対する透湿度は５０～２０００ｇ／ｍ２／ｄａｙが好
ましく、８０～１５００ｇ／ｍ２／ｄａｙがより好ましく、１００～１０００ｇ／ｍ２／
ｄａｙがより好ましく、１５０～８００ｇ／ｍ２／ｄａｙが特に好ましい。（透湿度は、
ＪＩＳ　０２０８の手法で、４０℃、相対湿度９０％で２４時間経過後の値である。）
　また、基材フィルムと低透湿層の膜厚が１０μｍの透湿度Ｃｂ（１０μｍ）／Ｃｓ（１
０μｍ）は１．５～３０であることが好ましく、２～２０であることがより好ましく、３
～１０であることが特に好ましい。
　下限値以上で充分な低透湿効果が得られ、上限値以下でカールを抑止できる。
【０１４４】
（基材フィルムの酸素透過係数）
　透湿度を低減するためには、フィルム中の水の拡散を抑える事が好ましく、すなわちフ
ィルムの自由体積を下げる事が好ましい。一般的にフィルムの自由体積はフィルムの酸素
透過係数と相関する。
　前記基材フィルムの酸素透過係数は、１００ｃｃ・ｍｍ/（ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ）以下
が好ましく、３０ｃｃ・ｍｍ/（ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ）以下がより好ましい。
　尚、基材フィルムの酸素透過係数は以下の方法によって測定することができる。
【０１４５】
＜酸素透過係数の測定方法＞
　フィルムの酸素透過量測定は、酸素電極（オービスフェア・ラボラトリーズ社製ＭＯＤ
ＥＬ３６００、ＰＦＡ）に薄く塗布したシリコングリスを介して直径１．５ｃｍに裁断し
た試験片を貼り付け、定常状態での酸素還元電流出力値より、酸素透過量を求めた。
　出力電流値の酸素透過量への換算は、透過量既知のサンプルを用いて検量線を作成する
ことにより求めた。測定は、２５℃５０％ＲＨ環境下で行った。
【０１４６】
（基材フィルムのヘイズ）
　前記基材フィルムは、全ヘイズ値が２．００％以下であることが好ましい。全ヘイズ値
が２．００％以下であると、フィルムの透明性が高く、液晶表示装置のコントラスト比や
輝度向上に効果がある。全ヘイズ値は、１．００％以下がより好ましく、０．５０％以下
であることが更に好ましく、０．３０％以下が特に好ましく、０．２０％以下が最も好ま
しい。全ヘイズ値は低いほど光学的性能が優れるが原料選択や製造管理やロールフィルム
のハンドリング性も考慮すると０．０１％以上であることが好ましい。
　前記基材フィルムの内部ヘイズ値は、１．００％以下であることが好ましい。内部ヘイ
ズ値を１．００％以下とすることで、液晶表示装置のコントラスト比を向上させ、優れた
表示特性を実現することができる。内部ヘイズ値は、０．５０％以下がより好ましく、０
．２０％以下が更に好ましく、０．１０％以下が特に好ましく、０．０５％以下が最も好
ましい。原料選択や製造管理等の観点からは０．０１％以上であることが好ましい。
　前記基材フィルムとしては、特に、全ヘイズ値が０．３０％以下であり、内部ヘイズ値
が０．１０％以下であることが好ましい。
　全ヘイズ値及び内部ヘイズ値は、フィルム材料の種類や添加量、添加剤の選択（特に、
マット剤粒子の粒径、屈折率、添加量）や、更にはフィルム製造条件（延伸時の温度や延
伸倍率など）により調整することができる。
　なおヘイズの測定は、フィルム試料４０ｍｍ×８０ｍｍを、２５℃、相対湿度６０％で
、ヘイズメーター（ＨＧＭ－２ＤＰ、スガ試験機）で、ＪＩＳ　Ｋ－６７１４に従って測
定することができる。
【０１４７】
（基材フィルムの弾性率）
　前記基材フィルムの弾性率は、幅方向（ＴＤ方向）で１８００～７０００ＭＰａである
ことが好ましい。
　本発明において、ＴＤ方向の弾性率が上記範囲とすることにより、高湿及び高温高湿環
境経時後の黒表示時の表示ムラやフィルム作製時の搬送性、端部スリット性や破断のし難
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さ等の製造適性の観点で好ましい。ＴＤ弾性率が小さすぎると高湿及び高温高湿環境経時
後の黒表示時の表示ムラが発生し易くなり、また製造適性に問題が生じ、大きすぎるとフ
ィルム加工性に劣る為、ＴＤ方向の弾性率は、１８００～５０００ＭＰａがより好ましく
、１８００～４０００ＭＰａであることが更に好ましい。
　また、前記基材フィルムの、搬送方向の（ＭＤ方向）の弾性率は、１８００～４０００
ＭＰａが好ましく、１８００～３０００ＭＰａであることがより好ましい。
　ここで、フィルムの搬送方向（長手方向）とは、フィルム作製時の搬送方向（ＭＤ方向
）であり、幅方向とはフィルム作製時の搬送方向に対して垂直な方向（ＴＤ方向）である
。
　フィルムの弾性率は、前記基材フィルム材料の熱可塑性樹脂の種類や添加量、添加剤の
選択（特に、マット剤粒子の粒径、屈折率、添加量）や、更にはフィルム製造条件（延伸
倍率など）により調整することができる。
　弾性率は、例えば、東洋ボールドウィン（株）製万能引っ張り試験機“ＳＴＭ　Ｔ５０
ＢＰ”を用い、２３℃、７０ＲＨ％雰囲気中、引張速度１０％／分で０．５％伸びにおけ
る応力を測定して求めることができる。
【０１４８】
（基材フィルムのガラス転移温度Ｔｇ）
　前記基材フィルムのガラス転移温度Ｔｇは製造適性と耐熱性の観点より、１００℃以上
２００℃以下が好ましく、更に１００℃以上１５０℃以下が好ましい。
　ガラス転移温度は、示差走査型熱量計（ＤＳＣ）を用いて昇温速度１０℃／分で測定し
たときにフィルムのガラス転移に由来するベースラインが変化しはじめる温度と再びベー
スラインに戻る温度との平均値として求めることができる。
　また、ガラス転移温度の測定は、以下の動的粘弾性測定装置を用いて求めることもでき
る。フィルム試料（未延伸）５ｍｍ×３０ｍｍを、２５℃６０％ＲＨで２時間以上調湿し
た後に動的粘弾性測定装置（バイブロン：ＤＶＡ－２２５（アイティー計測制御（株）製
））で、つかみ間距離２０ｍｍ、昇温速度２℃／分、測定温度範囲３０℃～２５０℃、周
波数１Ｈｚで測定し、縦軸に対数軸で貯蔵弾性率、横軸に線形軸で温度（℃）をとった時
に、貯蔵弾性率が固体領域からガラス転移領域へ移行する際に見受けられる貯蔵弾性率の
急激な減少を固体領域で直線１を引き、ガラス転移領域で直線２を引いたときの直線１と
直線２の交点を、昇温時に貯蔵弾性率が急激に減少しフィルムが軟化し始める温度であり
、ガラス転移領域に移行し始める温度であるため、ガラス転移温度Ｔｇ（動的粘弾性）と
する。
【０１４９】
（基材フィルムのヌープ硬度）
　最表面に用いる偏光板保護膜では、表面硬度が高い事が好ましく、その場合、基材フィ
ルムの特性としては、ヌープ硬度が高い事が好ましい。ヌープ硬度は、１００Ｎ／ｍｍ2

以上が好ましく、１５０Ｎ／ｍｍ2以上が更に好ましく用いられる。
　尚、基材フィルムのヌープ硬度は以下の方法によって測定することができる。
【０１５０】
＜表面硬度の測定＞
　フィッシャーインスツルメンツ（株）社製“フッシャースコープＨ１００Ｖｐ型硬度計
”を用い、圧子の短軸の向きをセルロースアシレートフィルム製膜時の搬送方向（長手方
向；鉛筆硬度試験での試験方向）に対して平行に配置したヌープ圧子により、ガラス基板
に固定したサンプル表面を負荷時間１０ｓｅｃ、クリープ時間５ｓｅｃ、除荷時間１０ｓ
ｅｃ、最大荷重１００ｍＮの条件で測定した。押し込み深さから求められる圧子とサンプ
ルとの接触面積と最大荷重の関係より硬度を算出し、この５点の平均値を表面硬度とした
。
【０１５１】
（基材フィルムの平衡含水率）
　前記基材フィルムの含水率（平衡含水率）は、偏光板の保護フィルムとして用いる際、
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ポリビニルアルコールなどの水溶性熱可塑性との接着性を損なわないために、膜厚のいか
んに関わらず、２５℃、相対湿度８０％における含水率が、０～４質量％であることが好
ましい。０～２．５質量％であることがより好ましく、０～１．５質量％であることが更
に好ましい。平衡含水率が４質量％以下であれば、レターデーションの湿度変化による依
存性が大きくなり過ぎず、液晶表示装置の常温、高湿及び高温高湿環境経時後の黒表示時
の表示ムラを抑止の点からも好ましい。
　含水率の測定法は、フィルム試料７ｍｍ×３５ｍｍを水分測定器、試料乾燥装置“ＣＡ
－０３”及び“ＶＡ－０５”｛共に三菱化学（株）製｝にてカールフィッシャー法で測定
した。水分量（ｇ）を試料質量（ｇ）で除して算出できる。
【０１５２】
（基材フィルムの寸度変化）
　前記基材フィルムの寸度安定性は、６０℃、相対湿度９０％の条件下に２４時間静置し
た場合（高湿）の寸度変化率、及び８０℃、ＤＲＹ環境（相対湿度５％以下）の条件下に
２４時間静置した場合（高温）の寸度変化率が、いずれも０．５％以下であることが好ま
しい。より好ましくは０．３％以下であり、更に好ましくは０．１５％以下である。
【０１５３】
（基材フィルムの光弾性係数）
　本発明の光学フィルムを偏光板用保護フィルムとして使用した場合には、偏光子の収縮
による応力などにより複屈折（Ｒｅ、Ｒｔｈ）が変化する場合がある。このような応力に
伴う複屈折の変化は光弾性係数として測定できるが、基材フィルムの弾性率は、１５Ｂｒ
以下であることが好ましく、－３～１２Ｂｒであることがより好ましく、０～１１Ｂｒで
あることが更に好ましい。
【０１５４】
＜基材フィルムの製造方法＞
　以下、本発明に用いる（メタ）アクリル系重合体を主成分とする熱可塑性樹脂を製膜す
る製造方法について詳しく説明する。
　（メタ）アクリル系重合体を主成分として用いて基材フィルムを製膜するには、例えば
、オムニミキサーなど、従来公知の混合機でフィルム原料をプレブレンドした後、得られ
た混合物を押出混練する。この場合、押出混練に用いる混合機は、特に限定されるもので
はなく、例えば、単軸押出機、二軸押出機などの押出機や加圧ニーダーなど、従来公知の
混合機を用いることができる。
【０１５５】
　フィルム成形の方法としては、例えば、溶液キャスト法（溶液流延法）、溶融押出法、
カレンダー法、圧縮成形法など、従来公知のフィルム成形法が挙げられる。これらのフィ
ルム成形法のうち、溶融押出法が特に好適である。
【０１５６】
　溶融押出法としては、例えば、Ｔダイ法、インフレーション法などが挙げられ、その際
の成形温度は、フィルム原料のガラス転移温度に応じて適宜調節すればよく、特に限定さ
れるものではないが、例えば、好ましくは１５０℃～３５０℃、より好ましくは２００℃
～３００℃である。
【０１５７】
　Ｔダイ法でフィルム成形する場合は、公知の単軸押出機や二軸押出機の先端部にＴダイ
を取り付け、フィルム状に押出されたフィルムを巻き取って、ロール状のフィルムを得る
ことができる。この際、巻き取りロールの温度を適宜調整して、押出方向に延伸を加える
ことで、１軸延伸することも可能である。また、押出方向と垂直な方向にフィルムを延伸
することにより、同時２軸延伸、逐次２軸延伸などを行うこともできる。
【０１５８】
　（メタ）アクリル系重合体主成分とする基材フィルムは、未延伸フィルムまたは延伸フ
ィルムのいずれでもよい。延伸フィルムである場合は、１軸延伸フィルムまたは２軸延伸
フィルムのいずれでもよい。２軸延伸フィルムである場合は、同時２軸延伸フィルムまた
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は逐次２軸延伸フィルムのいずれでもよい。２軸延伸した場合は、機械的強度が向上し、
フィルム性能が向上する。（メタ）アクリル系重合体が、前記の主鎖に環状構造を有する
（メタ）アクリル系重合体である場合は、その他の熱可塑性樹脂を混合することにより、
延伸しても位相差の増大を抑制することができ、光学的等方性を保持したフィルムを得る
ことができる。
【０１５９】
　延伸温度は、フィルム原料である（メタ）アクリル系重合体のガラス転移温度近傍であ
ることが好ましく、具体的には、好ましくは（ガラス転移温度－３０℃）～（ガラス転移
温度＋１００℃）、より好ましくは（ガラス転移温度－２０℃）～（ガラス転移温度＋８
０℃）の範囲内である。延伸温度が（ガラス転移温度－３０℃）未満であると、充分な延
伸倍率が得られないことがある。逆に、延伸温度が（ガラス転移温度＋１００℃）超える
と、（メタ）アクリル系重合体の流動（フロー）が起こり、安定な延伸が行えなくなるこ
とがある。
【０１６０】
　延伸倍率は、面積比で好ましくは１．１～２５倍、より好ましくは５．０～２０倍の範
囲内であり、８～１５倍が特に好ましい。延伸倍率が１．１倍未満であると、延伸に伴う
靭性の向上につながらないことがある。逆に、延伸倍率が２５倍を超えると、延伸倍率を
上げるだけの効果が認められないことがある。また、延伸倍率が５倍以上であると、靭性
の向上に加えて透湿度が低下することがあり、本発明ではより好ましい。
【０１６１】
　延伸速度は、一方向で、好ましくは１０～２０，０００％／ｍｉｎ、より好ましく１０
０～１０，０００％／ｍｉｎの範囲内である。延伸速度が１０％／ｍｉｎ未満であると、
充分な延伸倍率を得るために時間がかかり、製造コストが高くなることがある。逆に、延
伸速度が２０，０００％／ｍｉｎを超えると、延伸フィルムの破断などが起こることがあ
る。
【０１６２】
　なお、（メタ）アクリル系重合体を主成分として得られる基材フィルムは、その光学的
等方性や機械的特性を安定化させるために、延伸処理後に熱処理（アニーリング）などを
行うことができる。熱処理の条件は、従来公知の延伸フィルムに対して行われる熱処理の
条件と同様に適宜選択すればよく、特に限定されるものではない。
【０１６３】
　（メタ）アクリル系重合体を主成分として得られる基材フィルムは、その厚さが好まし
くは５μｍ～２００μｍ、より好ましくは１０μｍ～１００μｍである。厚さが５μｍ未
満であると、フィルムの強度が低下するだけでなく、他の部品に貼着して耐久性試験を行
うと捲縮が大きくなることがある。逆に、厚さが２００μｍを超えると、フィルムの透明
性が低下するだけでなく、透湿性が小さくなり、他の部品に貼着する際に水系接着剤を使
用した場合、その溶剤である水の乾燥速度が遅くなることがある。
【０１６４】
（表面処理）
　基材フィルムは、場合により表面処理を行うことによって、基材フィルムと低透湿層や
それ以外の層（例えば、偏光子、下塗層及びバック層）との接着の向上を達成することが
できる。例えばグロー放電処理、紫外線照射処理、コロナ処理、火炎処理、酸又はアルカ
リ処理を用いることができる。ここでいうグロー放電処理とは、１０-3～２０Ｔｏｒｒの
低圧ガス下でおこる低温プラズマでもよく、更にまた大気圧下でのプラズマ処理も好まし
い。プラズマ励起性気体とは上記のような条件においてプラズマ励起される気体をいい、
アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプトン、キセノン、窒素、二酸化炭素、テトラフルオ
ロメタンの様なフロン類及びそれらの混合物などがあげられる。これらについては、詳細
が発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７４５、２００１年３月１５日発行、発明
協会）にて３０頁～３２頁に詳細に記載されており、本発明において好ましく用いること
ができる。
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【０１６５】
｛機能層｝
　また本発明の光学フィルムは前記低透湿層を有するが、さらに、少なくとも一方の表面
に、機能層を積層してもよい。この機能層の種類は特に限定されないが、ハードコート層
、反射防止層（低屈折率層、中屈折率層、高屈折率層など屈折率を調整した層）、防眩層
、帯電防止層、紫外線吸収層などが挙げられる。
　前記機能層は、１層であってもよいし、複数層設けてもよい。前記機能層の積層方法は
特に限定されないが、低透湿層を積層後の本発明の光学フィルム上に、さらに他の機能層
を塗設して設けることが好ましい。
　機能層は基材フィルムの低透湿層を設けた面に積層しても良い。この場合、機能層が低
透湿層と接していても接していなくても良い。また、低透湿層を積層していない面に積層
しても良い。複数の機能層を積層する場合一つの機能層を低透湿層上に積層し、もう一つ
の機能層を低透湿層が積層していない面に積層することもできる。
【０１６６】
［光学フィルムの層構成］
　本発明の光学フィルムは、基材フィルムの一方の面上に低透湿層を有し、偏光板保護フ
ィルムであり且つ、液晶表示装置の表面フィルムであることが好ましい。本発明の光学フ
ィルムが表面フィルムの場合、ハードコート層が積層されていることが好ましい。この場
合の好ましい層構成を以下に示す。
【０１６７】
　基材フィルム／低透湿層／ハードコート層
　基材フィルム／ハードコート層／低透湿層
　低透湿層／基材フィルム／ハードコート層
　基材フィルム／低透湿層／ハードコート層／反射防止層
　基材フィルム／ハードコート層／低透湿層／反射防止層
　低透湿層／基材フィルム／ハードコート層／反射防止層
　基材フィルム／低透湿層／ハードコート層／反射防止層／防汚層
【０１６８】
[ハードコート層]
　上記のように本発明の光学フィルムには、機能層としてハードコート層を設けることも
好ましい。
　本発明において、ハードコート層とは、該層を形成することで透明支持体の鉛筆硬度が
上昇する層をいう。実用的には、ハードコート層積層後の鉛筆硬度（ＪＩＳ　Ｋ５４００
）はＨ以上が好ましく、更に好ましくは２Ｈ以上であり、最も好ましくは３Ｈ以上である
。
　ハードコート層の厚みは、０．４～３５μｍが好ましく、更に好ましくは１～３０μｍ
であり、最も好ましくは１．５～２０μｍである。
　本発明においてハードコート層は１層でも複数でもかまわない。ハードコート層が複数
層の場合、全てのハードコート層の膜厚の合計が上位範囲であることが好ましい。
　本発明の光学フィルムのハードコート層の表面は平坦であって凹凸があっても構わない
。また、必要に応じて、表面凹凸や内部散乱付与のためにハードコート層に透光性粒子を
含有させることもできる。
【０１６９】
［ハードコート層形成材料物］
　本発明において、ハードコート層は、不飽和二重結合を有する化合物、重合開始剤、必
要に応じて、透光性粒子、含フッ素又はシリコーン系化合物、溶剤を含有する組成物を、
支持体上に直接又は他の層を介して塗布・乾燥・硬化することにより形成することができ
る。以下各成分について説明する。
【０１７０】
［不飽和二重結合を有する化合物］
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　本発明のハードコート層形成用組成物には不飽和二重結合を有する化合物を含有するこ
とができる。不飽和二重結合を有する化合物はバインダーとして機能することができ、重
合性不飽和基を２つ以上有する多官能モノマーであることが好ましい。該重合性不飽和基
を２つ以上有する多官能モノマーは、硬化剤として機能することができ、塗膜の強度や耐
擦傷性を向上させることが可能となる。重合性不飽和基は３つ以上であることがより好ま
しい。これらモノマーは、１又は２官能のモノマーと３官能以上のモノマーを併用して用
いることもできる。
【０１７１】
　不飽和二重結合を有する化合物としては、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリ
ル基、アリル基等の重合性官能基を有する化合物が挙げられ、中でも、（メタ）アクリロ
イル基及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２が好ましい。特に好ましくは下記の１分子内に３つ
以上の（メタ）アクリロイル基を含有する化合物を用いることができる。
【０１７２】
　重合性の不飽和結合を有する化合物の具体例としては、アルキレングリコールの（メタ
）アクリル酸ジエステル類、ポリオキシアルキレングリコールの（メタ）アクリル酸ジエ
ステル類、多価アルコールの（メタ）アクリル酸ジエステル類、エチレンオキシドあるい
はプロピレンオキシド付加物の（メタ）アクリル酸ジエステル類、エポキシ（メタ）アク
リレート類、ウレタン（メタ）アクリレート類、ポリエステル（メタ）アクリレート類等
を挙げることができる。
【０１７３】
　中でも、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル類が好ましい。例えば、１
，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）ア
クリレート、ネオペンチルグリコール（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
ールテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性トリメチロールプロパントリ
（メタ）アクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、Ｅ
Ｏ変性リン酸トリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレー
ト、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテ
トラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペ
ンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、１，２，３－シクロヘキサンテトラメ
タクリレート、ポリウレタンポリアクリレート、ポリエステルポリアクリレート、カプロ
ラクトン変性トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート等が挙げられる。
【０１７４】
　（メタ）アクリロイル基を有する多官能アクリレート系化合物類は市販されているもの
を用いることもでき、新中村化学工業（株）社製ＮＫエステル　Ａ－ＴＭＭＴ、日本化薬
（株）製ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ等を挙げることができる。多官能モノマーについては
、特開２００９－９８６５８号公報の段落［０１１４］～［０１２２］に記載されており
、本発明においても同様である。
【０１７５】
　不飽和二重結合を有する化合物としては、水素結合性の置換基を有する化合物であるこ
とが、支持体との密着性、低カール、後述する含フッ素又はシリコーン系化合物の固定性
の点から好ましい。水素結合性の置換基とは、窒素、酸素、硫黄、ハロゲンなどの電気陰
性度が大きな原子と水素結合とが共有結合で結びついた置換基を指し、具体的にはＯＨ－
、ＳＨ－、－ＮＨ－、ＣＨＯ－、ＣＨＮ－などが挙げられ、ウレタン（メタ）アクリレー
ト類や水酸基を有する（メタ）アクリレート類が好ましい。市販されている（メタ）アク
リロイル基を有する多官能アクリレートを用いることもでき、新中村化学工業（株）社製
ＮＫオリゴ　Ｕ４ＨＡ、同ＮＫエステルＡ－ＴＭＭ－３、日本化薬（株）製ＫＡＹＡＲＡ
Ｄ　ＰＥＴ－３０等を挙げることができる。
【０１７６】
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　本発明のハードコート層形成用組成物中の不飽和二重結合を有する化合物の含有量は、
十分な重合率を与えて硬度などを付与するため、ハードコート層形成用組成物中の無機成
分を除いた全固形分に対して、５０質量％以上が好ましく、６０～９９質量％がより好ま
しく、７０～９９質量％が更に好ましく、８０～９９質量％が特に好ましい。
【０１７７】
　本発明ではハードコート層形成用組成物に分子内に環状脂肪族炭化水素と不飽和二重結
合基を有する化合物を用いることも好ましい。このような化合物を用いることで、ハード
コート層に低透湿性を付与することができる。ハードコート性を高めるために、分子内に
環状脂肪族炭化水素と不飽和二重結合基を２以上有する化合物を用いることがより好まし
い。
　ハードコート層形成用組成物が分子内に環状脂肪族炭化水素と不飽和二重結合基を有す
る化合物を含有する場合、分子内に環状脂肪族炭化水素と不飽和二重結合を有する化合物
はハードコート層形成用組成物中の不飽和二重結合を有する化合物中、１～９０質量％が
好ましく、２～８０質量％がより好ましく、５～７０質量％が特に好ましい。
【０１７８】
　ハードコート層形成用組成物が分子内に環状脂肪族炭化水素と不飽和二重結合基を有す
る化合物を含有する場合、更に５官能以上の（メタ）アクリレートを含有することが好ま
しい。
　ハードコート層形成用組成物が更に、５官能以上の（メタ）アクリレートを含有する場
合、５官能以上の（メタ）アクリレートは、ハードコート層形成用組成物中の不飽和二重
結合を有する化合物中、１～７０質量％が好ましく、２～６０質量％がより好ましく、５
～５０質量％が特に好ましい。
【０１７９】
［透光性粒子］
　本発明のハードコート層に透光性粒子を含有させることで、ハードコート層表面に凹凸
形状を付与したり、内部ヘイズを付与することもできる。
【０１８０】
　ハードコート層に用いることができる透光性粒子としては、ポリメチルメタクリレート
粒子（屈折率１．４９）、架橋ポリ（アクリル－スチレン）共重合体粒子（屈折率１．５
４）、メラミン樹脂粒子（屈折率１．５７）、ポリカーボネート粒子（屈折率１．５７）
、ポリスチレン粒子（屈折率１．６０）、架橋ポリスチレン粒子（屈折率１．６１）、ポ
リ塩化ビニル粒子（屈折率１．６０）、ベンゾグアナミン－メラミンホルムアルデヒド粒
子（屈折率１．６８）、シリカ粒子（屈折率１．４６）、アルミナ粒子（屈折率１．６３
）、ジルコニア粒子、チタニア粒子、又は中空や細孔を有する粒子等が挙げられる。
【０１８１】
　なかでも架橋ポリ（（メタ）アクリレート）粒子、架橋ポリ（アクリル－スチレン）粒
子が好ましく用いられ、これらの粒子の中から選ばれた各透光性粒子の屈折率にあわせて
バインダーの屈折率を調整することにより、本発明の光学フィルムのハードコート層に好
適な表面凹凸、表面ヘイズ、内部ヘイズ、全ヘイズを達成することができる。
【０１８２】
　バインダー（透光性樹脂）の屈折率は、１．４５～１．７０であることが好ましく、よ
り好ましくは１．４８～１．６５である。
　また、透光性粒子と、ハードコート層のバインダーとの屈折率の差（「透光性粒子の屈
折率」－「該透光性粒子を除くハードコート層の屈折率」）は、絶対値として、好ましく
は０．０５未満であり、より好ましくは０．００１～０．０３０、更に好ましくは０．０
０１～０．０２０である。ハードコート層中の透光性粒子とバインダーとの屈折率の差を
０．０５未満にすると、透光性粒子による光の屈折角度が小さくなり、散乱光が広角まで
広がらず、光学異方性層の透過光の偏光を解消するなどの悪化作用が無く好ましい。
【０１８３】
　上記の粒子とバインダーの屈折率差を実現するためには、透光性粒子の屈折率を調節し
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ても、バインダーの屈折率を調節してもよい。
　好ましい第１の態様としては、３官能以上の（メタ）アクリレートモノマーを主成分と
したバインダー（硬化後の屈折率が１．５０～１．５３）とアクリル含率５０～１００質
量パーセントである架橋ポリ（メタ）アクリレート／スチレン重合体からなる透光性粒子
を組み合わせて用いることが好ましい。低屈折率であるアクリル成分と高屈折率であるス
チレン成分の組成比を調節することで、透光性粒子とバインダーとの屈折率差を０．０５
未満にすることが容易である。アクリル成分とスチレン成分の比率は質量比で５０／５０
～１００／０が好ましく、更に好ましくは６０／４０～１００／０であり、最も好ましく
は６５／３５～９０／１０である。架橋ポリ（メタ）アクリレート／スチレン重合体から
なる透光性粒子の屈折率としては、１．４９～１．５５が好ましく、更に好ましくは１．
５０～１．５４であり、最も好ましくは１．５１～１．５３である。
　好ましい第２の態様としては、３官能以上の（メタ）アクリレートモノマーを主成分と
したバインダーに対して、１～１００ｎｍの平均粒子サイズの無機微粒子を併用すること
で、モノマーと無機微粒子からなるバインダーの屈折率を調節し、既存の透光性粒子との
屈折率差を調節するものである。無機粒子としては、珪素、ジルコニウム、チタン、アル
ミニウム、インジウム、亜鉛、錫、アンチモンのうちより選ばれる少なくとも一つの金属
の酸化物、具体例としては、ＳｉＯ２、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、
ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３、ＩＴＯ等が挙げられる。好ましくは、ＳｉＯ２、ＺｒＯ

２、Ａｌ２Ｏ３などが挙げられる。これら無機粒子は、モノマーの総量に対して１～９０
質量％の範囲で混合して用いることができ、好ましくは５～６５質量％である。
　ここで、該透光性粒子を除くハードコート層の屈折率は、アッベ屈折計で直接測定する
か、分光反射スペクトルや分光エリプソメトリーを測定するなどして定量評価できる。前
記透光性粒子の屈折率は、屈折率の異なる２種類の溶媒の混合比を変化させて屈折率を変
化させた溶媒中に透光性粒子を等量分散して濁度を測定し、濁度が極小になった時の溶媒
の屈折率をアッベ屈折計で測定することで測定される。
【０１８４】
　透光性粒子の平均粒径は、１．０～１２μｍが好ましく、より好ましくは３．０～１２
μｍ、更に好ましくは４．０～１０．０μｍ、最も好ましくは４．５～８μｍである。屈
折率差及び粒子サイズを上記範囲に設定することで、光の散乱角度分布が広角にまで広が
らず、ディスプレイの文字ボケ、コントラスト低下を引き起こしにくい。添加する層の膜
厚を厚くする必要がなく、カールやコスト上昇といった問題が生じにくい点で、１２μｍ
以下が好ましい。更に上記範囲内にすることは、塗工時の塗布量を抑えられ、乾燥が速く
、乾燥ムラ等の面状欠陥を生じにくい点でも好ましい。
【０１８５】
　透光性粒子の平均粒径の測定方法は、粒子の平均粒径を測る測定方法であれば、任意の
測定方法が適用できるが、好ましくは透過型電子顕微鏡（倍率５０万～２００万倍）で粒
子の観察を行い、粒子１００個を観察し、その平均値をもって平均粒子径とできる。
【０１８６】
　透光性粒子の形状は特に限定されないが、真球状粒子の他に、異形粒子（例えば、非真
球状粒子）といった形状の異なる透光性粒子を併用して用いてもよい。特に非真球状粒子
の短軸をハードコート層の法線方向にそろえると、真球粒子に比べ、粒子径が小さなもの
が使用できるようになる。
【０１８７】
　前記透光性粒子は、ハードコート層全固形分中に０．１～４０質量％含有されるように
配合されることが好ましい。より好ましくは１～３０質量％、更に好ましくは１～２０質
量％、である。透光性粒子の配合比を上記範囲にすることで内部ヘイズを好ましい範囲に
制御することができる。
【０１８８】
　また、透光性粒子の塗布量は、好ましくは１０～２５００ｍｇ／ｍ２、より好ましくは
３０～２０００ｍｇ／ｍ２、更に好ましくは１００～１５００ｍｇ／ｍ２である。
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【０１８９】
＜透光性粒子調製、分級法＞
　透光性粒子の製造法は、懸濁重合法、乳化重合法、ソープフリー乳化重合法、分散重合
法、シード重合法等を挙げることができ、いずれの方法で製造されてもよい。これらの製
造法は、例えば「高分子合成の実験法」（大津隆行、木下雅悦共著、化学同人社）１３０
頁及び１４６頁から１４７頁の記載、「合成高分子」１巻、ｐ．２４６～２９０、同３巻
、ｐ．１～１０８等に記載の方法、及び特許第２５４３５０３号明細書、同第３５０８３
０４号明細書、同第２７４６２７５号明細書、同第３５２１５６０号明細書、同第３５８
０３２０号明細書、特開平１０－１５６１号公報、特開平７－２９０８号公報、特開平５
－２９７５０６号公報、特開２００２－１４５９１９号公報等に記載の方法を参考にする
ことができる。
【０１９０】
　透光性粒子の粒度分布はヘイズ値と拡散性の制御、塗布面状の均質性から単分散性粒子
が好ましい。粒子径の均一さを表すＣＶ値は１５％以下が好ましく、より好ましくは１３
％以下、更に好ましくは１０％以下である。更に平均粒子径よりも２０％以上粒子径が大
きな粒子を粗大粒子と規定した場合、この粗大粒子の割合は全粒子数の１％以下であるこ
とが好ましく、より好ましくは０．１％以下であり、更に好ましくは０．０１％以下であ
る。このような粒度分布を持つ粒子は、調製又は合成反応後に、分級することも有力な手
段であり、分級の回数を上げることやその程度を強くすることで、望ましい分布の粒子を
得ることができる。
　分級には風力分級法、遠心分級法、沈降分級法、濾過分級法、静電分級法等の方法を用
いることが好ましい。
【０１９１】
［光重合開始剤］
　ハードコート層形成用組成物には光重合開始剤を含有させることが好ましい。低透湿層
で説明した光重合開始剤をハードコート層形成用組成物でも好ましく用いることができる
。
【０１９２】
　ハードコート層形成用組成物中の光重合開始剤の含有量は、ハードコート層形成用組成
物に含まれる重合可能な化合物を重合させるのに十分多く、かつ開始点が増えすぎないよ
う十分少ない量に設定するという理由から、ハードコート層形成用組成物中の全固形分に
対して、０．５～８質量％が好ましく、１～５質量％がより好ましい。
【０１９３】
〔紫外線吸収剤〕
　本発明の光学フィルムは、偏光板または液晶表示装置部材に使用されるが、偏光板また
は液晶等の劣化防止の観点から、ＵＶ硬化を阻害しない範囲でハードコート層に紫外線吸
収剤を含有することで、光学フィルムに紫外線吸収性を付与することもできる。
【０１９４】
[溶剤]
　本発明のハードコート層形成用組成物は、溶剤を含有することができる。溶剤としては
、モノマーの溶解性、透光性粒子の分散性、塗工時の乾燥性等を考慮し、各種溶剤を用い
ることができる。係る有機溶剤としては、例えばジブチルエーテル、ジメトキシエタン、
ジエトキシエタン、プロピレンオキシド、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、
１，３，５－トリオキサン、テトラヒドロフラン、アニソール、フェネトール、炭酸ジメ
チル、炭酸メチルエチル、炭酸ジエチル、アセトン、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、ジ
エチルケトン、ジプロピルケトン、ジイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキ
サノン、メチルシクロヘキサノン、蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻酸ペンチル、酢酸メチ
ル、酢酸エチル、酢酸プロピル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、γ－プチロ
ラクトン、２－メトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸エチル
、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシエタノール、２－プロポキシエタノー
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ル、２－ブトキシエタノール、１，２－ジアセトキシアセトン、アセチルアセトン、ジア
セトンアルコール、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル等メチルアルコール、エチルア
ルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、シクロヘキシルアルコール
、酢酸イソブチル、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、２－オクタノン、２－ペンタ
ノン、２－ヘキサノン、エチレングリコールエチルエーテル、エチレングリコールイソプ
ロピルエーテル、エチレングリコールブチルエーテル、プロピレングリコールメチルエー
テル、エチルカルビトール、ブチルカルビトール、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、シク
ロヘキサン、メチルシクロヘキサン、エチルシクロヘキサン、ベンゼン、トルエン、キシ
レン等が挙げられ、１種単独であるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１９５】
　本発明のハードコート層形成用組成物の固形分の濃度は２０～８０質量％の範囲となる
ように溶媒を用いるのが好ましく、より好ましくは３０～７５質量％であり、更に好まし
くは４０～７０質量％である。
【０１９６】
［反射防止層］
　前記のようにハードコート層上に反射防止層を積層することも本発明の好ましい態様の
一つである。本発明では公知の反射防止層を好ましく用いることができる、中でもＵＶ硬
化型の反射防止層が好ましい。
　反射防止層は１層構成の膜厚λ／４の低反射率層でも多層構成でも良いが、１層構成の
膜厚λ／４の低反射率層が特に好ましい。本発明で好ましく使用することが出来る低屈折
材料に関し、以下に説明するが本発明は以下に限定されるものではない。
【０１９７】
［低屈折率層の材料］
　以下に低屈折率層の材料について説明する。
【０１９８】
［無機微粒子］
　低屈折率化、耐擦傷性改良の観点から、低屈折率層に無機微粒子を用いることが好まし
い。該無機微粒子は、平均粒子サイズが５～１２０ｎｍであれば特に制限はないが、低屈
折率化の観点からは、無機の低屈折率粒子が好ましい。
【０１９９】
　無機微粒子としては、低屈折率であることからフッ化マグネシウムやシリカの微粒子が
挙げられる。特に、屈折率、分散安定性、コストの点でシリカ微粒子が好ましい。これら
無機粒子のサイズ（１次粒径）は、５～１２０ｎｍが好ましく、より好ましくは１０～１
００ｎｍ、２０～１００ｎｍ、最も好ましくは３０～９０ｎｍである。
【０２００】
　無機微粒子の粒径が小さすぎると、耐擦傷性の改良効果が少なくなり、大きすぎると低
屈折率層表面に微細な凹凸ができ、黒の締まりといった外観、積分反射率が悪化する。ま
た、後述の中空シリカ微粒子を用いた場合は粒径が小さすぎると、空腔部の割合が減り屈
折率の充分な低下が見込めない。無機微粒子は、結晶質でも、アモルファスのいずれでも
良く、また単分散粒子でも、所定の粒径を満たすならば凝集粒子でも構わない。形状は、
球径が最も好ましいが、不定形であってもよい。
【０２０１】
　無機微粒子の塗設量は、１ｍｇ／ｍ２～１００ｍｇ／ｍ２が好ましく、より好ましくは
５ｍｇ／ｍ２～８０ｍｇ／ｍ２、更に好ましくは１０ｍｇ／ｍ２～６０ｍｇ／ｍ２である
。少なすぎると、充分な低屈折率化が見込めなかったり、耐擦傷性の改良効果が減ったり
し、多すぎると、低屈折率層表面に微細な凹凸ができ、黒の締まりなどの外観や積分反射
率が悪化する。
【０２０２】
（多孔質又は中空の微粒子）
　低屈折率化を図るには、多孔質又は中空構造の微粒子を使用することが好ましい。特に
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中空構造のシリカ粒子を用いることが好ましい。これら粒子の空隙率は、好ましくは１０
～８０％、更に好ましくは２０～６０％、最も好ましくは３０～６０％である。中空微粒
子の空隙率を上述の範囲にすることが、低屈折率化と粒子の耐久性維持の観点で好ましい
。
【０２０３】
　多孔質又は中空粒子がシリカの場合には、微粒子の屈折率は、１．１０～１．４０が好
ましく、更に好ましくは１．１５～１．３５、最も好ましくは１．１５～１．３０である
。ここでの屈折率は粒子全体として屈折率を表し、シリカ粒子を形成している外殻のシリ
カのみの屈折率を表すものではない。
【０２０４】
　また、中空シリカは粒子平均粒子サイズの異なるものを２種以上併用して用いることが
できる。ここで、中空シリカの平均粒径は電子顕微鏡写真から求めることができる。
【０２０５】
　本発明において中空シリカの比表面積は、２０～３００ｍ２／ｇが好ましく、更に好ま
しくは３０～１２０ｍ２／ｇ、最も好ましくは４０～９０ｍ２／ｇである。表面積は窒素
を用いＢＥＴ法で求めることができる。
【０２０６】
　本発明においては、中空シリカと併用して空腔のないシリカ粒子を用いることができる
。空腔のないシリカの好ましい粒子サイズは、３０ｎｍ以上１５０ｎｍ以下、更に好まし
くは３５ｎｍ以上１００ｎｍ以下、最も好ましくは４０ｎｍ以上８０ｎｍ以下である。
【０２０７】
［無機微粒子の表面処理方法］
　また、本発明においては無機微粒子は常法によりシランカップリング剤等により表面処
理して用いることができる。
　特に、低屈折率層形成用バインダーへの分散性を改良するために、無機微粒子の表面は
オルガノシラン化合物の加水分解物及び／又はその部分縮合物により処理がされているの
が好ましく、処理の際に、酸触媒及び金属キレート化合物のいずれか、あるいは両者が使
用されることが更に好ましい。無機微粒子の表面の処理方法については、特開２００８－
２４２３１４号公報の段落番号［００４６］～［００７６］に記載されており、該文献に
記載されたオルガノシラン化合物、シロキサン化合物、表面処理の溶媒、表面処理の触媒
、金属キレート化合物などは本発明においても好適に用いることができる。
【０２０８】
　低屈折率層には、（ｂ２）重合性不飽和基を有する含フッ素又は非含フッ素モノマーを
用いることができる。非含フッ素モノマーについては、ハードコート層で使用できるとし
て説明した不飽和二重結合を有する化合物も用いることが好ましい。含フッ素のモノマー
としては、下記一般式（１）で表され、フッ素を３５質量％以上含有し、全ての架橋間分
子量の計算値が５００よりも小さい含フッ素多官能モノマー（ｄ）を用いることが好まし
い。
　一般式（１）：　Ｒｆ２｛－（Ｌ）ｍ－Ｙ｝ｎ

（一般式（１）中、Ｒｆ２は少なくとも炭素原子及びフッ素原子を含むｎ価の基を表し、
ｎは３以上の整数を表す。Ｌは単結合又は二価の連結基を表し、ｍは０又は１を表す。Ｙ
は重合性不飽和基を表す。）
　Ｒｆ２は酸素原子及び水素原子の少なくともいずれかを含んでも良い。また、Ｒｆ２は
鎖状（直鎖又は分岐）又は環状である。
【０２０９】
　Ｙは、不飽和結合を形成する２つの炭素原子を含む基であることが好ましく、ラジカル
重合性の基であることがより好ましく、（メタ）アクリロイル基、アリル基、α－フルオ
ロアクリロイル基、及び－Ｃ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２から選ばれるものが特に好ましい。こ
れらの中でも、重合性の観点から、より好ましいのは、ラジカル重合性を有する（メタ）
アクリロイル基、アリル基、α－フルオロアクリロイル基、及びＣ（Ｏ）ＯＣＨ＝ＣＨ２
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である。
【０２１０】
　Ｌは二価の連結基を表し、詳しくは、炭素数１～１０のアルキレン基、炭素数６～１０
のアリーレン基、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｎ（Ｒ）－、炭素数１～１０のアルキレン基と－Ｏ
－、－Ｓ－又はＮ（Ｒ）－を組み合わせて得られる基、炭素数６～１０のアリーレン基と
－Ｏ－、－Ｓ－又はＮ（Ｒ）－を組み合わせて得られる基を表す。Ｒは水素原子又は炭素
数１～５のアルキル基を表す。Ｌがアルキレン基又はアリーレン基を表す場合、Ｌで表さ
れるアルキレン基及びアリーレン基はハロゲン原子で置換されていることが好ましく、フ
ッ素原子で置換されていることが好ましい。
　一般式（１）で表される化合物の具体例は、特開２０１０－１５２３１１号公報［０１
２１］～［０１６３］段落に記載されている。
【０２１１】
[光学異方性層]
　本発明の光学フィルムに光学異方性層を設けることもできる。光学異方性層としては、
一定の位相差を有する膜が面内均一に形成された光学異方性層であっても良いし、遅相軸
の方向や位相差の大きさが互いに異なる、位相差領域が規則的に面内に配置されたパター
ンを形成した光学異方性層であっても良い。
　前記のように本発明の光学フィルムは液晶表示装置のハードコート層が積層された表面
フィルムであることが好ましい。本発明の光学フィルムがハードコート層と光学異方性層
の両方を有する場合、光学異方性層は基材フィルムを介してハードコート層が積層されて
いない面に形成されていることが好ましい。
【０２１２】
　本発明の光学フィルムがこのような態様を有する場合、低透湿層は、基材フィルムに対
してはハードコート層と同じ側に積層されていても良いし、ハードコート層と反対側に設
けられても良いし、基材フィルムの両面に積層されていても良い。
　低透湿層が基材フィルムに対してハードコート層と同じ側に積層されている場合の好ま
しい層構成は、前記のハードコート層を積層する場合の好ましい層構成を用いることがで
きる。
　一方、低透湿層が基材フィルムに対して光学異方性層と同じ側に積層されている場合、
低透湿層は基材フィルムと光学異方性層の間に積層されていても良いし、基材フィルム、
光学異方性層、低透湿層の順に積層されていても良い。
【０２１３】
　光学異方性層は各種用途に合わせ材料及び製造条件を選択することができるが、本発明
では重合性液晶性化合物を用いた光学異方性層が好ましい。その場合、光学異方性層と基
材フィルムの間に光学異方性層と接して配向膜が形成されていることも好ましい態様であ
る。
【０２１４】
　面内均一に形成された光学異方性層を有する好ましい例として、光学異方性層がλ／４
膜である態様が挙げられ、特にアクティブ方式の３Ｄ液晶表示装置の部材として有用であ
る。λ／４膜の学異方性層とハードコート層が、基材フィルムを介して反対の面に積層し
た態様として特開２０１２－０９８７２１号公報、特開２０１２－１２７９８２号公報に
記載されており、本発明の光学フィルムで、このような態様を好ましく用いることができ
る。
【０２１５】
　一方、パターンを形成した光学異方性層の好ましい例としては、パターン型のλ／４膜
が挙げられ、特許４８２５９３４号公報、特許４８８７４６３号公報に記載された態様を
、本発明の光学フィルムで好ましく用いることができる。
【０２１６】
［偏光板］
　本発明の偏光板は、偏光子と、該偏光子の保護フィルムとして本発明の光学フィルムを
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少なくとも１枚含むことを特徴とする。
　本発明の光学フィルムは、偏光板用保護フィルムとして用いることができる。偏光板用
保護フィルムとして用いる場合、偏光板の作製方法は特に限定されず、一般的な方法で作
製することができる。得られた光学フィルムをアルカリ処理し、ポリビニルアルコールフ
ィルムを沃素溶液中に浸漬延伸して作製した偏光子の両面に完全ケン化ポリビニルアルコ
ール水溶液を用いて貼り合わせる方法がある。アルカリ処理の代わりに特開平６－９４９
１５号、特開平６－１１８２３２号に記載されているような易接着加工を施してもよい。
また前記のような表面処理を行ってもよい。光学フィルムの偏光子との貼合面は低透湿層
積層した面でも良いし、低透湿層を積層していない面であっても構わない。
　保護フィルム処理面と偏光子を貼り合わせるのに使用される接着剤としては、例えば、
ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール等のポリビニルアルコール系接着剤や、ブ
チルアクリレート等のビニル系ラテックス等が挙げられる。
　偏光板は偏光子及びその両面を保護する保護フィルムで構成されており、更に該偏光板
の一方の面にプロテクトフィルムを、反対面にセパレートフィルムを貼合して構成される
。プロテクトフィルム及びセパレートフィルムは偏光板出荷時、製品検査時等において偏
光板を保護する目的で用いられる。この場合、プロテクトフィルムは、偏光板の表面を保
護する目的で貼合され、偏光板を液晶板へ貼合する面の反対面側に用いられる。又、セパ
レートフィルムは液晶板へ貼合する接着層をカバーする目的で用いられ、偏光板を液晶板
へ貼合する面側に用いられる。
【０２１７】
［液晶表示装置］
　本発明の液晶表示装置は、液晶セルと、該液晶セルの少なくとも一方に配置された本発
明の偏光板とを含み、前記偏光板中に含まれる本発明の光学フィルムが最表層となるよう
に配置されたことを特徴とする。
【０２１８】
（一般的な液晶表示装置の構成）
　液晶表示装置は、二枚の電極基板の間に液晶を担持してなる液晶セル、その両側に配置
された二枚の偏光板、及び必要に応じて該液晶セルと該偏光板との間に少なくとも一枚の
光学補償フィルムを配置した構成を有している。
　液晶セルの液晶層は、通常は、二枚の基板の間にスペーサーを挟み込んで形成した空間
に液晶を封入して形成する。透明電極層は、導電性物質を含む透明な膜として基板上に形
成する。液晶セルには、更にガスバリアー層、ハードコート層あるいは（透明電極層の接
着に用いる）アンダーコート層（下塗り層）を設けてもよい。これらの層は、通常、基板
上に設けられる。液晶セルの基板は、一般に５０μｍ～２ｍｍの厚さを有する。
【０２１９】
　液晶表示装置には通常２枚の偏光板の間に液晶セルを含む基板が配置されているが、本
発明の光学フィルムを適用した偏光板用保護フィルムは、２枚の偏光板のいずれの保護フ
ィルムとして用いることができるが、各偏光板の２枚の保護フィルムのうち、偏光子に対
して液晶セルの外側に配置される保護フィルムとして用いられることが好ましい。
　２枚の偏光板のうち、視認側偏光板の、視認側の保護フィルムとして本発明の光学フィ
ルムを配置することが特に好ましい。
　また、２枚の偏光板のうち、視認側偏光板の、視認側の保護フィルムとして本発明の光
学フィルムを配置した上で、更にバックライト側偏光板のバックライト側保護フィルムに
も本発明の光学フィルムを配置し、２枚の偏光板に含まれる偏光子の伸縮を抑止し、パネ
ルの反りを防止することも好ましい態様である。
【０２２０】
（液晶表示装置の種類）
　本発明のフィルムは、様々な表示モードの液晶セルに用いることができる。ＴＮ（Ｔｗ
ｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、Ｆ
ＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＡＦＬＣ（Ａｎ
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ｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔ
ｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ　Ｂｅｎｄ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓ
ｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）、ＥＣＢ（
Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）、及
びＨＡＮ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）のような様々な表示モード
が提案されている。また、上記表示モードを配向分割した表示モードも提案されている。
本発明の光学フィルムは、いずれの表示モードの液晶表示装置においても有効である。ま
た、透過型、反射型、半透過型のいずれの液晶表示装置においても有効である。
【実施例】
【０２２１】
　以下、実施例に基づいて本発明を具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、試薬、
物質量とその割合、操作等は本発明の趣旨から逸脱しない限り適宜変更することができる
。従って、本発明は以下の実施例に限定され制限されるものではない。
【０２２２】
［製造例１］
＜基材フィルム１の作製＞
　攪拌装置、温度センサー、冷却管および窒素導入管を備えた内容積３０Ｌの反応釜に、
メタクリル酸メチル（ＭＭＡ）８０００ｇ、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチル
（ＭＨＭＡ）２０００ｇおよび重合溶媒としてトルエン１００００ｇを仕込み、これに窒
素を通じつつ、１０５℃まで昇温させた。昇温に伴う環流が始まったところで、重合開始
剤としてｔ－アミルパーオキシイソノナノエート１０．０ｇを添加するとともに、ｔ－ア
ミルパーオキシイソノナノエート２０．０ｇとトルエン１００ｇとからなる溶液を２時間
かけて滴下しながら、約１０５～１１０℃の環流下で溶液重合を進行させ、さらに４時間
の熟成を行った。重合反応率は９６．６％、得られた重合体におけるＭＨＭＡの含有率（
質量比）は２０．０％であった。
【０２２３】
　次に、得られた重合溶液に、環化触媒として１０ｇのリン酸ステアリル／リン酸ジステ
アリル混合物（堺化学工業製、Phoslex A-18）を加え、約８０～１００℃の環流下におい
て５時間、環化縮合反応を進行させた。
【０２２４】
　次に、得られた重合溶液を、バレル温度２６０℃、回転速度１００ｒｐｍ、減圧度１３
．３～４００ｈＰａ（１０～３００ｍｍＨｇ）、リアベント数１個およびフォアベント数
４個のベントタイプスクリュー二軸押出機（φ＝２９．７５ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝３０）に、樹
脂量換算で２．０ｋｇ／時の処理速度で導入し、押出機内で環化縮合反応および脱揮を行
った。次に、脱揮完了後、押出機内に残された熱溶融状態にある樹脂を押出機の先端から
排出し、ペレタイザーによりペレット化して、主鎖にラクトン環構造を有するアクリル樹
脂からなる透明なペレットＡを得た。この樹脂の重量平均分子量は１４８０００、メルト
フローレート（ＪＩＳ Ｋ７１２０に準拠し、試験温度を２４０℃、荷重を１０ｋｇとし
て求めた。以降の製造例においても同じ）は１１．０ｇ／１０分、ガラス転移温度は１３
０℃であった。
【０２２５】
　次に、得られたペレットとＡＳ樹脂（東洋スチレン製、商品名：トーヨーＡＳ ＡＳ２
０）を、ペレット／ＡＳ樹脂＝９０／１０の質量比で単軸押出機（φ＝３０ｍｍ）を用い
て混錬することにより、ガラス転移温度が１２７℃の透明なペレットＢを得た。
【０２２６】
　上記で作製した樹脂組成物のペレットＢを、二軸押出機を用いて、コートハンガー型Ｔ
ダイから溶融押出し、厚さ約１６０μｍの樹脂フィルムを作製した。
【０２２７】
　次に、得られた未延伸の樹脂フィルムを、縦方向に２．０倍、横方向に２．０倍に二軸
延伸することにより（延伸倍率は面積比で４倍）、透明プラスチックフィルム基材を作製
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した。このようにして得た二軸延伸性フィルムの厚さは４０μｍ、全光線透過率は９２％
、ヘイズは０．３％、ガラス転移温度は１２７℃であった。
【０２２８】
［製造例２］
＜基材フィルム２の作製＞
　上記で作製した樹脂組成物のペレットＢを、二軸押出機を用いて、コートハンガー型Ｔ
ダイから溶融押出し、厚さ約５００μｍの樹脂フィルムを作製した。
【０２２９】
　次に、得られた未延伸の樹脂フィルムを、縦方向に３．４倍、横方向に３．６倍に二軸
延伸することにより（延伸倍率は面積比で１２．２倍）、透明プラスチックフィルム基材
を作製した。このようにして得た二軸延伸性フィルムの厚さは４０μｍ、全光線透過率は
９２％、ヘイズは０．３％、ガラス転移温度は１２７℃であった。
【０２３０】
［製造例３］
＜基材フィルム３の作製＞
　攪拌装置、温度センサー、冷却管および窒素導入管を備えた内容積３０Ｌの反応釜に、
４１．５部のメタクリル酸メチル（ＭＭＡ）、６部の２－（ヒドロキシメチル）アクリル
酸メチル（ＭＨＭＡ）、２．５部の２－〔２’－ヒドロキシ－５’－メタクリロイルオキ
シ〕エチルフェニル〕－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（大塚化学製、商品名：ＲＵＶＡ－９
３）、重合溶媒として５０部のトルエン、０．０２５部の酸化防止剤（旭電化工業製、ア
デカスタブ２１１２）、および連鎖移動剤として０．０２５部のｎ－ドデシルメルカプタ
ンを仕込み、これに窒素を通じつつ、１０５℃まで昇温させた。昇温に伴う還流が始まっ
たところで、重合開始剤として０．０５部のｔ－アミルパーオキシイソノナノエート（ア
ルケマ吉富製、商品名：ルペロックス５７０）を添加するとともに、０．１０部のｔ－ア
ミルパーオキシイソノナノエートを３時間かけて滴下しながら、約１０５～１１０℃の還
流下で溶液重合を進行させ、さらに４時間の熟成を行った。
【０２３１】
　次に、得られた重合溶液に、環化縮合反応の触媒（環化触媒）として０．０５部のリン
酸２－エチルヘキシル（堺化学工業製、Phoslex A-8）を加え、約９０～１１０℃の還流
下において２時間、環化縮合反応を進行させた後、２４０℃のオートクレーブにより重合
溶液を３０分間加熱し、環化縮合反応をさらに進行させた。次に、反応進行後の重合溶液
に、紫外線吸収剤としてＣＧＬ７７７ＭＰＡ（チバスペシャリティケミカルズ製を０．９
４部混合した。
【０２３２】
　次に、得られた重合溶液を、バレル温度２４０℃、回転速度１００ｒｐｍ、減圧度１３
．３～４００ｈＰａ（１０～３００ｍｍＨｇ）、リアベント数１個およびフォアベント数
４個（上流側から第１、第２、第３、第４ベントと称する）、先端部にリーフディスク型
のポリマーフィルタ（濾過精度５μ、濾過面積１．５ｍ2）を配置したベントタイプスク
リュー二軸押出機（Φ＝５０．０ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝３０）に、樹脂量換算で４５ｋｇ／時の
処理速度で導入し、脱揮を行った。その際、別途準備しておいた酸化防止剤／環化触媒失
活剤の混合溶液を０．６８ｋｇ／時の投入速度で第１ベントの後ろから、イオン交換水を
０．２２ｋｇ／時の投入速度で第３ベントの後ろから、それぞれ投入した。
【０２３３】
　酸化防止剤／環化触媒失活剤の混合溶液には、５０部の酸化防止剤（住友化学製スミラ
イザーＧＳ）と、失活剤として３５部のオクチル酸亜鉛（日本化学産業製、ニッカオクチ
クス亜鉛３．６％）とを、トルエン２００部に溶解させた溶液を用いた。
【０２３４】
　次に、脱揮完了後、押出機内に残された熱溶融状態にある樹脂を押出機の先端からポリ
マーフィルタによる濾過を伴いながら排出し、ペレタイザーによりペレット化して、主鎖
にラクトン環構造を有するアクリル樹脂と紫外線吸収剤とを含む透明な樹脂組成物のペレ
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移温度（Ｔｇ）は１２２℃であった。
【０２３５】
　上記で作製した樹脂組成物のペレットＣを、二軸押出機を用いて、コートハンガー型Ｔ
ダイから溶融押出し、厚さ約１６０μｍの樹脂フィルムを作製した。
【０２３６】
　次に、得られた未延伸の樹脂フィルムを、縦方向に２．０倍、横方向に２．０倍に二軸
延伸することにより（延伸倍率は面積比で４倍）、透明プラスチックフィルム基材を作製
した。
　このようにして得た二軸延伸性の樹脂フィルムの物性を測定したところ、厚さは４０ｍ
ｍ、ヘイズ（濁度）は０．３％、ガラス転移温度は１２８℃、３８０ｎｍの光に対する透
過率は５．８％、５００ｎｍの光に対する透過率は９２．２％であった。
【０２３７】
［製造例４］
〔低透湿層形成用組成物の調製〕
　下記に示すように調製した。
【０２３８】
（低透湿層形成用組成物Ｂ－１の組成）
　　Ａ－ＤＣＰ（１００％）　　　　　　　　　　　　　　　　　９７．０ｇ
　　イルガキュア９０７（１００％）　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１．８ｇ
【０２３９】
［製造例５］
（低透湿層形成用組成物Ｂ－２の組成）
　　ＡＡ－ＢＰＥＦ（１００％）　　　　　　　　　　　　　　　９７．０ｇ
　　イルガキュア９０７（１００％）　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１．８ｇ
【０２４０】
［製造例６］
（低透湿層形成用組成物Ｂ－３の組成）
　　ＰＥＴ３０（１００％）　　　　　　　　　　　　　　　　　９７．０ｇ
　　イルガキュア９０７（１００％）　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１．８ｇ
【０２４１】
　使用した材料を以下に示す。
・Ａ－ＤＣＰ：トリシクロデカンジメタノールジメタクリレート［新中村化学工業（株）
製］
・ＡＡ－ＢＰＥＦ：9、 9―ビス［4－（2アクリロイルオキシエトキシ）フェニル］フル
オレン［新中村化学工業（株）製］
・ＰＥＴ３０：ペンタエリスリトールテトラアクリレートとペンタエリスリトールトリア
クリレートの混合物［日本化薬（株）製］
・イルガキュア９０７：重合開始剤［チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製］
・レベリング剤
【０２４２】
・ＳＰ－１３：
【０２４３】
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【化１４】

【０２４４】
＜光学フィルム１０１の作製＞
　基材フィルムとしてフジタックＴＤ８０（富士フイルム（株）製、幅１，３４０ｍｍ、
厚さ８０μｍ）をロール形態から巻き出して、上記低透湿層形成用組成物Ｂ－１を使用し
、特開２００６－１２２８８９号公報実施例１記載のスロットダイを用いたダイコート法
で、搬送速度３０ｍ／分の条件で塗布し、６０℃で１５０秒乾燥させた。その後、更に窒
素パージ下酸素濃度約０．１％で１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラ
フィックス（株）製）を用いて、照度４００ｍＷ／ｃｍ2、照射量６０ｍＪ／ｃｍ2の紫外
線を照射して塗布層を硬化させ、巻き取った。低透湿層の膜厚は５μｍになるよう塗布量
を調整した。
　得られた光学フィルムを光学フィルム１０１とした。
【０２４５】
＜光学フィルム１０２～１１６の作製＞
　光学フィルム１０１の作製において、基材フィルムと低透湿層形成用組成物、低透湿層
の膜厚を表に記載のようにした以外は光学フィルム１０１と同様にして、光学フィルム１
０２～１１６を作成した。
【０２４６】
［光学フィルムの評価］
　作製した各実施例および比較例の光学フィルムについて膜厚を測定し、下記の物性測定
と評価を行った。結果は下記表１に示す。
　なお低透湿層の膜厚は低透湿層の積層前後の膜厚を測定し、その差から求めた。
【０２４７】
（１）透湿度（４０℃９０％相対湿度での透湿度）
　透湿度の測定法は、「高分子の物性ＩＩ」（高分子実験講座４　共立出版）の２８５頁
～２９４頁：蒸気透過量の測定（質量法、温度計法、蒸気圧法、吸着量法）に記載の方法
を適用した。
　各実施例および比較例の光学フィルム試料７０ｍｍφを４０℃、相対湿度９０％でそれ
ぞれ２４時間調湿し、ＪＩＳ　Ｚ－０２０８に従った透湿カップを用いて、透湿度＝調湿
後質量－調湿前質量で単位面積あたりの水分量（ｇ／ｍ2）を算出した。なお、本測定で
は、吸湿剤の入れていないブランクのカップで透湿度値の補正を行なった。
【０２４８】
［パネルの評価］
＜偏光板の作製＞
１）フィルムの鹸化
　市販のセルロースアシレートフィルム（フジタック　ＺＲＤ４０、富士フイルム（株）
製）と光学フィルム１０１～１０４を、５５℃に保った１．５ｍｏｌ／ＬのＮａＯＨ水溶
液（鹸化液）に２分間浸漬した後、フィルムを水洗し、その後、２５℃の０．０５ｍｏｌ
／Ｌの硫酸水溶液に３０秒浸漬した後、更に水洗浴を３０秒流水下に通して、フィルムを
中性の状態にした。そして、エアナイフによる水切りを３回繰り返し、水を落とした後に
７０℃の乾燥ゾーンに１５秒間滞留させて乾燥し、鹸化処理したフィルムを作製した。
【０２４９】
２）偏光子の作製
　特開２００１－１４１９２６号公報の実施例１に従い、延伸したポリビニルアルコール
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フィルムにヨウ素を吸着させて膜厚２０μｍの偏光子を作製した。
【０２５０】
３）貼り合わせ
（偏光板１０１～１０４の作製）
　上記の鹸化後の光学フィルム１０１～１０４（各光学フィルムの低透湿層を積層してい
ない面を偏光子と接するように配置する）、前記で作製した偏光子、鹸化後のセルロール
アシレートフィルムＺＲＤ４０をこの順番で、ＰＶＡ系接着剤で貼合し、熱乾燥して、偏
光板１０１～１０４を作製した。
　この際、作製した偏光子のロールの長手方向と光学フィルム１０１～１０４の長手方向
とが平行になるように配置した。また、偏光子のロールの長手方向と上記セルロールアシ
レートフィルムＺＲＤ４０のロールの長手方向とが、平行になるように配置した。
　得られた偏光板１０１～１０４をそれぞれ偏光板１０１～１０４とした。
【０２５１】
（偏光板１０５～１１６の作製）
　前記で作製した偏光子の片面に対して、アクリル接着剤を用いて、作製した光学フィル
ム１０５～１１４の低透湿層を積層していない面を、光学フィルム１０５～１１６の低透
湿層を積層していない面にコロナ処理を施したのち、貼合した。前記で作製した偏光子の
もう片側にポリビニルアルコール系接着剤を用いて、上記鹸化した市販のセルロースアシ
レートフィルムＺＲＤ４０を貼り付け、７０℃で１０分以上乾燥して、偏光板１０５～１
１６を作製した。
　この際、作製した偏光子のロールの長手方向と光学フィルム１０５～１１６の長手方向
とが平行になるように配置した。また、偏光子のロールの長手方向と上記セルロールアシ
レートフィルムＺＲＤ４０のロールの長手方向とが、平行になるように配置した。
　得られた偏光板をそれぞれの偏光板１０５～１１６とした。
【０２５２】
　（偏光板２０５～２０８の作製）
　前記で作製した偏光子の片面に対して、アクリル接着剤を用いて、作製した光学フィル
ム１０５～１０８の低透湿層を積層した面を、コロナ処理を施したのち、貼合した。前記
で作製した偏光子のもう片側にポリビニルアルコール系接着剤を用いて、上記鹸化した市
販のセルロースアシレートフィルムＺＲＤ４０を貼り付け、７０℃で１０分以上乾燥して
、偏光板２０５～２０８を作製した。
　この際、作製した偏光子のロールの長手方向と光学フィルム１０５～１０８の長手方向
とが平行になるように配置した。また、偏光子のロールの長手方向と上記セルロールアシ
レートフィルムＺＲＤ４０のロールの長手方向とが、平行になるように配置した。
　得られた偏光板をそれぞれの偏光板２０５～２０８とした。
【０２５３】
＜ＩＰＳパネルへの実装＞
　ＩＰＳモード液晶セル（ＬＧＤ製　４２ＬＳ５６００）の上下の偏光板を剥し、偏光板
１０１～１１６、２０５～２０８をＺＲＤ４０が液晶セル側になるようにして貼りつけた
。上側偏光板の透過軸が上下方向に、そして下側偏光板の透過軸が左右方向になるように
、クロスニコル配置とした。
　得られた液晶表示装置を、それぞれ液晶表示装置１０１～１１６、２０５～２０８とし
た。
　なお、ＩＰＳパネルへの実装時における、偏光板の構成を下記表２に記載した。
【０２５４】
　以上のようにして作製した液晶表示装置の高温高湿環境経時後の黒表示ムラを評価した
。結果は下記表１と表２に示す。
【０２５５】
（高温高湿環境経時後の黒表示ムラ）
　液晶表示装置を６０℃、相対湿度９０％で３６時間経過させた後、２５℃、相対湿度６
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０％の環境下で２４時間調湿した後で点灯をさせ、黒表示時の色ムラの程度を目視で観測
し、以下の基準により６段階で評価した。
　６段階評価のうちＡ～Ｄが許容範囲内で、Ｅ、Ｆは許容範囲外である。
　また、Ａ～Ｃが好ましく、ＡまたはＢがより好ましく、Ａが特に好ましい。
Ａ：色ムラは観測されなかった。
Ｂ：表示面の１／８以下の面積で弱い色ムラが観測された。
Ｃ：表示面の１／８を超えて１／４以下の面積で弱い色ムラが観測された。
Ｄ：表示面の１／４を超えて１／２以下の面積で弱い色ムラが観測された。
Ｅ：表示面の１／４を超えて１／２以下の面積で強い色ムラが観測された。
Ｆ：表示面の１／２を超える面積で強い色ムラが観測された。
【０２５６】
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【表１】

【０２５７】
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【表２】

【０２５８】
　表１と表２に示す結果から以下のことが明らかである。
１．光学フィルムの透湿度と高温高湿環境経時後の表示ムラには強い相関があり、透湿度
が低いほど黒表示ムラが抑制される。
２．請求項１の要件を満たす本発明の実施例は、膜厚が薄膜でありながら、透湿度が低く
、好ましい。
３．本発明では、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系共重合体樹脂を主成分とす
る基材フィルムに、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和二重結合基を有する化合物を
有する組成物から形成された低透湿層を設けた光学フィルムは本発明の好ましい態様の一
例である。
４．本発明では、（メタ）アクリル系共重合体樹脂を主成分とする基材フィルムを高倍率
延伸した（面積換算で５倍以上）ものは低倍率延伸（面積換算で５倍未満）に対し、単位
膜厚当たりの透湿度が低下しており、低透湿層を積層したものは、膜厚が薄く、高温高湿
環境経時後の表示ムラが抑制され、良好である。
５．分子内にフルオレン骨格と不飽和二重結合基を有する化合物を有する組成物から形成
された低透湿層を設けたものも本発明の好ましい態様の一例である。
６．本発明の光学フィルムをパネルに実装した時の評価結果は、低透湿層と反対面を偏光
子に貼合したものと、低透湿層を偏光子に貼合した、ものも同様の結果だった。本発明の
光学フィルムは両面共に偏光子に貼合することができる。
【０２５９】
　次に本発明の光学フィルムにハードコート層を積層する。
【０２６０】
［製造例７］
〔ハードコート層形成用組成物の調製〕
　下記に示すように調製した。
【０２６１】
（ハードコート層形成用組成物ＨＣ－１の組成）
　　ＰＥＴ３０（１００％）　　　　　　　　　　　　　　　　　９７．０ｇ
　　イルガキュア９０７（１００％）　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
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　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１．８ｇ
【０２６２】
［製造例８］
〔ハードコート層形成用組成物の調製〕
　下記に示すように調製した。
【０２６３】
（ハードコート層形成用組成物ＨＣ－２の組成）
　　ＤＰＨＡ（１００％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８．５ｇ
　　Ａ－ＤＣＰ（１００％）　　　　　　　　　　　　　　　　　４８．５ｇ
　　イルガキュア９０７（１００％）　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
　　ＳＰ－１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０４ｇ
　　ＭＥＫ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１．８ｇ
【０２６４】
　使用した材料を以下に示す。
・ＤＰＨＡ：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキ
サアクリレートの混合物［日本化薬（株）製］
※低透湿層で使用した素材は省略した。
【０２６５】
［製造例９］
＜ハードコートフィルム３０１の作製＞
　前記で作成したロール状の光学フィルム１０５をロール形態から巻き出して、上記低透
湿層形成用組成物ＨＣ－１を使用し、低透湿層を積層している面に、特開２００６－１２
２８８９号公報実施例１記載のスロットダイを用いたダイコート法で、搬送速度３０ｍ／
分の条件で塗布し、６０℃で１５０秒乾燥させた。その後、更に窒素パージ下酸素濃度約
０．１％で１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）
を用いて、照度４００ｍＷ／ｃｍ2、照射量３００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射して塗布層
を硬化させ、巻き取った。低透湿層の膜厚は８μｍになるよう塗布量を調整した。
　得られたフィルムをハードコートフィルム３０１とした。
【０２６６】
＜ハードコートフィルム３０２～３０６の作製＞
　ハードコートフィルム３０１に対し、ハードコート層形成用塗布液を基材フィルムとな
る光学フィルムを表３に示すように変更し、ハードコート層を低透湿層上に積層し、ハー
ドコートフィルム３０２～３０６を作成した。
【０２６７】
＜ハードコートフィルム３０７の作製＞
　ハードコートフィルム３０２に対し、ハードコート層積層面を低透湿層の反対面に代え
た以外は同様にして、ハードコート層を低透湿層の反対面に積層し、ハードコートフィル
ム３０７を作成した。
【０２６８】
＜ハードコートフィルム３０８～３０９の作製＞
　ハードコートフィルム３０１に対し、基材とハードコート層を表３に示すように変更し
、ハードコート層を基材上に積層し、ハードコートフィルム３０８～３０９を作成した。
　尚、ハードコートフィルム３０９のハードコート層積層前後の透湿度比（Ａ／Ｂ）が０
．７５で式（１）を満たしている。
【０２６９】
＜ハードコートフィルム３１０の作製＞
　基材フィルム－１をロール形態から巻き出して、上記ハードコート層形成用組成物ＨＣ
－１を使用し、特開２００６－１２２８８９号公報実施例１記載のスロットダイを用いた
ダイコート法で、搬送速度３０ｍ／分の条件で塗布し、６０℃で１５０秒乾燥させた。そ
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の後、更に窒素パージ下酸素濃度約０．１％で１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドラン
プ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度４００ｍＷ／ｃｍ2、照射量６０ｍＪ
／ｃｍ2の紫外線を照射して塗布層を硬化させ、巻き取った。ハードコート層の膜厚は８
μｍになるよう塗布量を調整した。
　引き続き、低透湿層形成用組成物Ｂ－１を使用し、特開２００６－１２２８８９号公報
実施例１記載のスロットダイを用いたダイコート法で、搬送速度３０ｍ／分の条件で塗布
し、６０℃で１５０秒乾燥させた。その後、更に窒素パージ下酸素濃度約０．１％で１６
０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度
４００ｍＷ／ｃｍ2、照射量３００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射して塗布層を硬化させ、巻
き取った。低透湿層の膜厚は３μｍになるよう塗布量を調整し、ハードコートフィルム３
１０を作成した。
【０２７０】
　前記の光学フィルム１０５から液晶表示装置１０５を作成したと同様にハードコートフ
ィルム３０１～３１０から、偏光板３０１～３１０および液晶表示装置３０１～３１０を
作成した。
　液晶表示装置３０１～３１０を液晶表示装置１０５と同様に高温高湿環境経時後の黒表
示ムラを評価した。評価結果を表３に示す。
【０２７１】
［ハードコートフィルムの評価］
　作製した各実施例および比較例の光学フィルムについて膜厚を測定し、下記の物性測定
と評価を行った。結果は下記表３に示す。
　なおハードコートフィルム３０１～３１０のハードコート層の膜厚はハードコート層の
積層前後の膜厚を測定し、その差から求めた。また、ハードコートフィルム３１０の低透
湿層の膜厚は低透湿層積層前後の膜厚を測定し、その差から求めた。
【０２７２】
（２）鉛筆硬度評価
　耐傷性の指標としてＪＩＳ　Ｋ　５４００に記載の鉛筆硬度評価を行った。光拡散性フ
ィルムを温度２５℃、湿度６０％ＲＨで２時間調湿した後、ＪＩＳ　Ｓ　６００６に規定
する２Ｈ～５Ｈの試験用鉛筆を用いて、４．９Ｎの荷重にて、以下のとおりの判定で評価
し、ＯＫとなる最も高い硬度を評価値とした。
　ＯＫ：ｎ＝５の評価において傷なしが３つ以上
　ＮＧ：ｎ＝５の評価において傷なしが２つ以下
【０２７３】
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【表３】

【０２７４】
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※各ハードコートフィルムの構成は以下の通りである
ハードコートフィルム３０１～３０６
　光学フィルム／ハードコート層／低透湿層
ハードコートフィルム３０７
　低透湿層／光学フィルム／ハードコート層
ハードコートフィルム３０８～３０９
　基材フィルム／ハードコート層
ハードコートフィルム３１０
　基材フィルム／ハードコート層／低透湿層
【０２７５】
　表３に示す結果から以下のことが明らかである。
１．本発明の光学フィルムにハードコート層を積層することで、低透湿性に加えて高鉛筆
硬度（３Ｈ）を付与することができる。
２．分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和重合性基を有する化合物と５官能以上の（メ
タ）アクリレートを含有する組成物から形成したハードコート層を（メタ）アクリレート
系重合体から形成したハードコートフィルムは、分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和
重合性基を含まない組成物から形成したハードコート層を有するものと比較し、透湿度低
減効果が大きい。
３．分子内に環状脂肪族炭化水素基と不飽和重合性基を有する化合物と５官能以上の（メ
タ）アクリレートを含有する組成物から形成したハードコート層を（メタ）アクリレート
系重合体から形成したハードコートフィルム３０９は、本願請求項１の要件を満たす。
４．ハードコート層を低透湿層上に積層したもの（ハードコートフィルム３０２）、ハー
ドコート層上に低透湿層を積層したもの（ハードコートフィルム３１０）、ハードコート
層と低透湿層を基材の対向面に配置したもの（ハードコートフィルム３０５）は何れも鉛
筆硬度、透湿度が同様に良好である。
【０２７６】
［製造例１０］
（低屈折率層用塗布液Ｌｎ－１の調製）
　各成分を下記のように混合し、ＭＥＫ／ＭＭＰＧ－ＡＣの９０／１０混合物（質量比）
に溶解して固形分５質量％の低屈折率層塗布液を調製した。
【０２７７】
（Ｌｎ－１の組成）
　下記のパーフルオロオレフィン共重合体（Ｐ－１）　　　　１５．０ｇ
　ＤＰＨＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．０ｇ
　ＲＭＳ－０３３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０ｇ
　下記の含フッ素モノマー（Ｍ－１）　　　　　　　　　　　２０．０ｇ
　中空シリカ粒子（固形分として）　　　　　　　　　　　　５０．０ｇ
　イルガキュア１２７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０ｇ
【０２７８】
　使用した化合物を以下に示す。
【０２７９】
パーフルオロオレフィン共重合体（Ｐ－１）
【０２８０】
【化１５】
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【０２８１】
　上記構造式中、５０：５０はモル比を表す
【０２８２】
含フッ素モノマー（Ｍ－１）
【０２８３】
【化１６】

【０２８４】
・ＤＰＨＡ：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキ
サアクリレートの混合物、日本化薬（株）製
・ＲＭＳ－０３３：シリコーン系多官能アクリレート（Ｇｅｌｅｓｔ製、Ｍｗｔ＝２８０
００）
・イルガキュア１２７：光重合開始剤、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製
・中空シリカ：中空シリカ粒子分散液（平均粒子サイズ４５ｎｍ、屈折率１．２５、表面
をアクリロイル基を有するシランカップリング剤で表面処理、ＭＥＫ分散液濃度２０％）
・ＭＥＫ：メチルエチルケトン
・ＭＭＰＧ－Ａｃ：プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
【０２８５】
　上記低屈折率層用塗布液は孔径１μｍのポリプロピレン製フィルターでろ過して塗布液
を調製した。上記低屈折率層用塗布液Ｌｎ－１を塗布硬化してなる低屈折率層の硬化後の
屈折率は１．３６であった。
【０２８６】
（反射防止フィルム試料５０６の作製）
　上記と同様に作成したロール状の光学フィルム１０６をロール形態から巻き出して、ハ
ードコート層用塗布液ＨＣ－１を使用し、特開２００６－１２２８８９号公報実施例１記
載のスロットダイを用いたダイコート法で、搬送速度３０ｍ／分の条件で塗布し、６０℃
で１５０秒乾燥の後、更に窒素パージ下酸素濃度約０．１％で１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタ
ルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度６００ｍＷ／ｃｍ２、
照射量６０ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して塗布層を硬化させ巻き取った。ハードコート
層の膜厚は８μｍになるよう塗布量を調整した。
　更に上記で作成したハードコートフィルムをロール形態から巻き出してハードコート層
が塗設されている側に、低屈折率層用塗布液Ｌｎ－１を塗布し、反射防止フィルム試料５
０７を作成した。低屈折率層の乾燥条件は６０℃、６０秒とし、紫外線硬化条件は酸素濃
度が０．１体積％以下の雰囲気になるように窒素パージしながら２４０Ｗ／ｃｍの空冷メ
タルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度６００ｍＷ／ｃｍ２

、照射量３００ｍＪ／ｃｍ２の照射量とした。低屈折率層の屈折率は１．３６、膜厚は９
５ｎｍであった。
【０２８７】
　上記のように反射防止層を積層した反射防止フィルムでは、透湿度が低く（６５ｇ／ｍ
2／ｄａｙ）、鉛筆硬度と高く（３Ｈ）、光漏れが置き難く、更に反射率が低く（１．１
％）、液晶表示装置に使用した時に像の映り込みが少なかった。本発明の光学フィルム上
にハードコート層と反射防止層を積層して使用することも好ましい態様である。
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